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施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

 
施 工 管 理 一 般 

 

この農業土木工事施工管理基準（以下「管理基準」という。）は、農業土木工事仕様書 第 1章 1－

1－29施工管理に規定する農業土木工事の施工管理及び規格値の基準を定めたものである。 

１ 目  的 

【省略】 

 

施工管理要約一覧表 

事     項 要     旨 

提  出 提  示 報  告 

部

数 
時 期 

部 

数 
時 期 

部 

数 
時 期 

施工管理の実施 当該工事の施工管理担当者を定

め、工事監督員へ通知する。 

      

Ⅰ 工 程 管 理 

（進度管理） 

実施工程表により管理する。       

                     

     

          

工事月報 

 

月毎に提出し、打合せを行う。 １ 毎月分を

次の月の

５日迄 

 

１ 

工事監督

員の要求

があると

き 

  

段階確認願 施工前に提出し、協議を行う。 １ 当該工程

の着手前

(設計変更

等の場合

は、随時) 

    

【省略】 

 

成 果 報 告 に つ い て 
 

 

工事着手前に工事監督員と提出方法（紙 or電子）について協議を行い、以下の諸資料を提出する。 

 

１ 施工計画書（紙 or電子） 

【省略】 

６      工事月報（紙 or 電子） 

【省略】 

 

 
施 工 管 理 一 般 

 

この農業土木工事施工管理基準（以下「管理基準」という。）は、農業土木工事仕様書 第 1章 1－

1－29施工管理に規定する農業土木工事の施工管理及び規格値の基準を定めたものである。 

１ 目  的 

【省略】 

 

施工管理要約一覧表 

事     項 要     旨 

提  出 提  示 報  告 

部

数 
時 期 

部 

数 
時 期 

部 

数 
時 期 

施工管理の実施 当該工事の施工管理担当者を定

め、工事監督員へ通知する。 

      

Ⅰ 工 程 管 理 

（進度管理） 

実施工程表により管理する。       

工事旬報 旬日（10 日）毎に提出し打合せ

を行う。 

１ 旬日毎     

工事月報 

 

月毎に提出し、打合せを行う。 １ 毎月分を

次の月の

５日迄 

 

１ 

工事監督

員の要求

があると

き 

  

段階確認願 施工前に提出し、協議を行う。 １ 当該工程

の着手前

(設計変更

等の場合

は、随時) 

    

【省略】 

 

成 果 報 告 に つ い て 
 

 

工事着手前に工事監督員と提出方法（紙 or電子）について協議を行い、以下の諸資料を提出する。 

 

１ 施工計画書（紙 or電子） 

【省略】 

６ 工事旬報・工事月報（紙 or 電子） 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の削除 
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Ⅰ 工 程 管 理 
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改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

「工程管理（進度管理）」の方法 

 

１（工程管理（進度管理）の要領） 

工程管理（進度管理）は工事内容に応じた方式（バーチャート方式、ネットワーク方式等）により作

成した実施工程表により管理するものとする。 

【省略】 

３（工事施工箇所等の提示） 

工事施工箇所等の提示は、施工箇所及び施工時期について、事前に工事監督員と提示方法及び提示頻

度を協議し、協議した結果に基づき提示を行うものとする。様式については別紙様式－１、もしくは工

事施工箇所等がわかる任意の様式により提示を行うものとする。 

【省略】 

 

 

〔実施行程表〕記載要領 

 

① 記載欄が狭く、詳細に記載することが困難な場合には二欄にわたってもよい。また旬日分として用

紙２枚を用いてもよい。 

② 最初の旬日分は「予定」欄のみ記載したものを１部提出する。 

③ 次の旬日分としては、最初の旬日分として提出されたものに「実施」欄に所定の事項を記載したも

の及び次の旬日分の「予定」欄のみ記載したものを提出とする。ただし、「実施」欄の記載の有無に

ついては任意とし、記載しない場合は斜線により削除するものとする。 

【省略】 

 

「工程管理（進度管理）」の方法 

 

１（工程管理（進度管理）の要領） 

工程管理（進度管理）は工事内容に応じた方式（バーチャート方式、ネットワーク方式等）により作

成した実施工程表により管理するものとする。 

【省略】 

３（工事旬報） 

工事旬報は、旬日ごとに、工事監督員の承諾を得たものについて、１部を工事監督員に提出し、他の

一部は受注者が保管するものとする。 

工事旬報は別紙様式１によるものとする。 

【省略】 

 

 

〔工事旬報〕記載要領 

 

① 記載欄が狭く、詳細に記載することが困難な場合には二欄にわたってもよい。また旬日分として用

紙２枚を用いてもよい。 

② 最初の旬日分は「予定」欄のみ記載したものを１部提出する。 

③ 次の旬日分としては、最初の旬日分として提出されたものに「実施」欄に所定の事項を記載したも

の及び次の旬日分の「予定」欄のみ記載したもの、各々１部提出とする。             

                                     

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の削除 

 

〃 

 

 

 

字句の改正 

 

 

 

 

 

字句の追加及び改

正 
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様式－１ 

実 施 行 程 表 

 

 

工 事 名                 受注会社名             

                     現場代理人名            

 

月 

 

日 

曜 

 

日 

予     定 実           施 

計 画 施 工 内 容 
計画どお 

り実施済 
変 更 実 施 内 容 天候 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

監督員指示・確認事項  

                                             

                                             

                                             

                                             

※「実施」欄の記載の有無については任意とし、記載しない場合は斜線により削除する。 

【省略】 

様式－１ 

工  事  旬  報 

 

 

工 事 名                 受注会社名             

                     現場代理人名            

 

月 

 

日 

曜 

 

日 

予     定 実           施 

計 画 施 工 内 容 
計画どお 

り実施済 
変 更 実 施 内 容 天候 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

監督員指示・確認事項  

                                             

                                             

                                             

                                             

                                          

【省略】 

 

 

表内、字句の追加及

び改正 
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－3－ 

           

 

                                               

            

                               

                                               

                                              

                                 

                                               

   

                                               

      

                                           

 

〔工事旬報〕記載要領 

 

① 記載欄が狭く、詳細に記載することが困難な場合には二欄にわたってもよい。また旬日分として用

紙２枚を用いてもよい。 

② 最初の旬日分は「予定」欄のみ記載したものを１部提出する。 

③ 次の旬日分としては、最初の旬日分として提出されたものに「実施」欄に所定の事項を記載したも

の及び次の旬日分の「予定」欄のみ記載したものを提出とする。ただし、「実施」欄の記載の有無に

ついては任意とし、記載しない場合は斜線により削除するものとする。 

④ 旬日分とは、着工日に関係なく各月の１日、10 日、20 日、30 日（31 日）の夫々の期間を原則とす

る。 

⑤ 「監督員指示・確認事項」欄は、工事監督員が現場あるいは机上協議の際に指示・確認した事項を

記載する。 

⑥ 「天候」欄は、天候のほか必要に応じて気象状況（例えば風速・雨量等）をも記載する。 

 

字句の削除 

 

〃 

 

〃 

〃 

 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新 旧 対 照 表 

 

Ⅱ 出 来 形 管 理 
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出来形管理の方法 

 

１（出来形管理と要領） 

出来形管理と要領は、原則として別紙出来形管理基準による。 

【省略】 

 

出来形管理基準 

章 節 条 
枝

番 工    種 測定項目 規格値（㎜） 測  定  基  準 

3 4 1  一般事項 

(切込砂利) 

(砕石基礎工) 

(割栗石基礎工) 

(均しコンクリート) 

  幅     Ｂ 設計値以上 
施工延長 80ｍにつき１箇所、延長 80

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

一
般
施
工
 

基
礎
工
 

  厚  さ  ｔ 設計値以上 

延  長  Ｌ 
各構造物の規格値

による。 

  

3 4 3  法留基礎工 基 準 高  ▽ ±30 
施工延長 80ｍにつき１箇所、延長 80

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。プレキャスト製品使用の場合は、

製品寸法を規格証明書で確認するもの

とし、基準高と延長を測定。 

一
般
施
工
 

基
礎
工
 

    幅     Ｂ －30 

高  さ  ｈ －30 

延  長  Ｌ －200 

  

3 4 4 1 既製杭工 基 準 高  ▽ ±50 
全数について杭中心で測定。ただし、

木杭については、線的なものは 80ｍに

１本、点的なものは 20 本に１本測定す

るが、線的で 2本並列使用となる場合

は、1本を 1セット（2本）と読み替え

る。 

 

d 

一
般
施
工
 

基
礎
工
 

 2 木杭工 根 入 長 設計値以上 

  

偏 心 量  ｄ 

既製杭：Ｄ／4 かつ

100 以内 

木杭：Ｄ／3以内。 

但しφ150mm 以下は

50mm 

傾 斜 １／100 以内 

3 4 5  場所打杭工 基 準 高  ▽ ±50 
全数について杭中心で測定。 

 

d 

一
般
施
工
 

基
礎
工
 

  根 入 長 設計値以上 

偏 心 量  ｄ 100 以内 

傾 斜 １／100 以内 

杭 径 
[設計径(公称径) 

－30]以上 

  

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

出来形管理の方法 

 

１（出来形管理と要領） 

出来形管理と要領は、原則として別紙出来形管理基準による。 

【省略】 

 

出来形管理基準 

章 節 条 
枝

番 工    種 測定項目 規格値（㎜） 測  定  基  準 

3 4 1  一般事項 

(切込砂利) 

(砕石基礎工) 

(割栗石基礎工) 

(均しコンクリート) 

  幅     Ｂ 設計値以上 
施工延長 50ｍにつき１箇所、延長 50

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

一
般
施
工
 

基
礎
工
 

  厚  さ  ｔ 設計値以上 

延  長  Ｌ 
各構造物の規格値

による。 

  

3 4 3  法留基礎工 基 準 高  ▽ ±30 
施工延長 50ｍにつき１箇所、延長 50

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。プレキャスト製品使用の場合は、

製品寸法を規格証明書で確認するもの

とし、基準高と延長を測定。 

一
般
施
工
 

基
礎
工
 

    幅     Ｂ －30 

高  さ  ｈ －30 

延  長  Ｌ －200 

  

3 4 4 1 既製杭工 基 準 高  ▽ ±50 
全数について杭中心で測定。ただし、

木杭については、線的なものは 50ｍに

１本、点的なものは 20 本に１本測定す

るが、線的で 2本並列使用となる場合

は、1本を 1セット（2本）と読み替え

る。 

 

d 

一
般
施
工
 

基
礎
工
 

 2 木杭工 根 入 長 設計値以上 

  

偏 心 量  ｄ 

既製杭：Ｄ／4 かつ

100 以内 

木杭：Ｄ／3以内。 

但しφ150mm 以下は

50mm 

傾 斜 １／100 以内 

3 4 5  場所打杭工 基 準 高  ▽ ±50 
全数について杭中心で測定。 

 

d 

一
般
施
工
 

基
礎
工
 

  根 入 長 設計値以上 

偏 心 量  ｄ 100 以内 

傾 斜 １／100 以内 

杭 径 
[設計径(公称径) 

－30]以上 

  

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 
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出来形管理基準 

章 節 条 
枝

番 
工    種 測定項目 

規格値（㎜） 

測  定  基  準 個々の測定値 

（Ｘ） 

10 個の測定値の 

平均（Ｘ10） 

3 6 5 1 アスファルト舗装工 

（下層路盤工） 

基準高  ▽ ±50  
基準高は延長 80ｍ毎に１箇所の割と

し、道路中心線および端部で測定。 

厚さは各車線 200ｍ毎に１箇所を掘り

起こして測定。 

幅は、延長 100ｍ毎に１箇所の割に測

定。 

・厚さは、個々の測定値が

の割合で規格値を満足しなければならない

とともに

ついて満足しなければならない。

ただし、厚さのデーター数が

合は測定値の平均値は適用しない。

一
般
施
工
 

一
般
舗
装
工
 

  厚 さ －45 －15 

幅 －50  

   

【省略】 

 

出来形管理基準 

章 節 条 
枝

番 
工    種 測定項目 規格値（㎜） 測  定  基  準 

4 3 2  掘削工 
基 準 高  ▽ ±50 

施工延長 80ｍにつき１箇所、延長 80

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

基準高は道路中心線及び端部で測定。 

 

 

土
工
 

道
路
土
工
 

  

幅      Ｂ －100 

法
長

ℓ 

ℓ＜５ｍ －200 

ℓ≧５ｍ 法 長   －4％ 

4 3 3  路体盛土工 

路床盛土工 

路肩盛土(二次施工分) 

基 準 高  ▽ ±50 

施工延長 80ｍにつき１箇所、延長 80

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

基準高は道路中心線及び端部で測定。 

土
工
 

道
路
土
工
 

4 

5 

 

幅   Ｂ １ 、 Ｂ ２ －100 

法
長

ℓ 

ℓ＜５ｍ －100 

ℓ≧５ｍ 法 長   －2％ 

4 3 6  法面整形工 

(盛土部) 

厚   さ   ｔ ※ －30 

施工延長 80ｍにつき１箇所、延長 80

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

法の中央で測定。 

※土羽打ちのある場合に適用。 

土
工
 

道
路
土
工
 

  

4 3 8  裏込工 

 

厚   さ 設計値以上 

施工延長 80ｍにつき１箇所、延長 80

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

 

土
工
 

道
路
土
工
 

  

4 3 11  凍上抑制層   
3－6－5－1 アスファルト舗装工（下層

路盤工）に準ずる。 
 

土
工
 

道
路
土
工
 

  

【省略】 

 

出来形管理基準 

章 節 条 
枝

番 
工    種 測定項目 

規格値（㎜） 

測  定  基  準 個々の測定値 

（Ｘ） 

10 個の測定値の 

平均（Ｘ10） 

3 6 5 1 アスファルト舗装工 

（下層路盤工） 

基準高  ▽ ±50  
基準高は延長 50ｍ毎に１箇所の割と

し、道路中心線および端部で測定。 

厚さは各車線 200ｍ毎に１箇所を掘り

起こして測定。 

幅は、延長 100ｍ毎に１箇所の割に測

定。 

・厚さは、個々の測定値が

の割合で規格値を満足しなければならない

とともに

ついて満足しなければならない。

ただし、厚さのデーター数が

合は測定値の平均値は適用しない。

一
般
施
工
 

一
般
舗
装
工
 

  厚 さ －45 －15 

幅 －50  

   

【省略】 

 

出来形管理基準 

章 節 条 
枝

番 
工    種 測定項目 規格値（㎜） 測  定  基  準 

4 3 2  掘削工 
基 準 高  ▽ ±50 

施工延長 50ｍにつき１箇所、延長 50

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

基準高は道路中心線及び端部で測定。 

 

 

土
工
 

道
路
土
工
 

  

幅      Ｂ －100 

法
長

ℓ 

ℓ＜５ｍ －200 

ℓ≧５ｍ 法 長   －4％ 

4 3 3  路体盛土工 

路床盛土工 

路肩盛土(二次施工分) 

基 準 高  ▽ ±50 

施工延長 50ｍにつき１箇所、延長 50

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

基準高は道路中心線及び端部で測定。 

土
工
 

道
路
土
工
 

4 

5 

 

幅   Ｂ １ 、 Ｂ ２ －100 

法
長

ℓ 

ℓ＜５ｍ －100 

ℓ≧５ｍ 法 長   －2％ 

4 3 6  法面整形工 

(盛土部) 

厚   さ   ｔ ※ －30 

施工延長 50ｍにつき１箇所、延長 50

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

法の中央で測定。 

※土羽打ちのある場合に適用。 

土
工
 

道
路
土
工
 

  

4 3 8  裏込工 

 

厚   さ 設計値以上 

施工延長 50ｍにつき１箇所、延長 50

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

 

土
工
 

道
路
土
工
 

  

4 3 11  凍上抑制層   
3－6－5－1 アスファルト舗装工（下層

路盤工）に準ずる。 
 

土
工
 

道
路
土
工
 

  

【省略】 

 

 

 

 

表内、字句の改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－3－ 

出来形管理基準 

章 節 条 
枝

番 
工    種 測定項目 規格値（㎜） 測  定  基  準 

6 5 3  現場打コンクリート水路工 基 準 高   ▽ ±30 
施工延長 80ｍにつき１箇所、延長 80

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

 

用
排
水
路
工
事
 

水
路
工
 

  厚   さ （Ｔ） －20 

  幅   （Ｂ） －25 

高   さ （Ｈ） －25 

中心線のズレ （ｅ） 
直線部 ±50 

曲線部±100 

施 工 延 長 －0.1％ 

ただし延長 150m 

未満-150 

ス パ ン 長 
直線部 ±20 

曲線部 ±30 

6 5 4  プレキャストトラフ水路工 
基 準 高  ▽ ±30 

施工延長 80ｍにつき１箇所、延長 80

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

用
排
水
路
工
事
 

水
路
工
 

  

施 工 延 長 －200 １施工箇所毎 

  
 

6 6 3  コンクリートブロック工 

(連節ブロック) 

(シート) 

基準高  Ｖ１、Ｖ２ ±75 
施工延長概ね 80ｍ毎に１箇所の割合

で測定。 

上記未満は２箇所測定。  用
排
水
路
工
事
 

護
岸
工
 

  幅    Ｂ１、Ｂ２ －75 

法

長

ℓ 

ℓ＜2ｍ －50 

ℓ≧2ｍ －100 

施 工 延 長 

－0.1％ 

ただし延長 150ｍ 

未満 －150 

１施工箇所毎 

6 6 5 1 多自然型護岸工 

(かごマット) 

基 準 高  ▽ ±50 
施工延長 50ｍにつき１箇所、延長 50

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

用
排
水
路
工
事
 

護
岸
工
 

  法  長  ℓ －100 

厚  さ  ｔ －50 

延  長  Ｌ －200 

  

【省略】 

出来形管理基準 

章 節 条 
枝

番 
工    種 測定項目 規格値（㎜） 測  定  基  準 

6 5 3  現場打コンクリート水路工 基 準 高   ▽ ±30 
施工延長 50ｍにつき１箇所、延長 50

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

 

用
排
水
路
工
事
 

水
路
工
 

  厚   さ （Ｔ） －20 

  幅   （Ｂ） －25 

高   さ （Ｈ） －25 

中心線のズレ （ｅ） 
直線部 ±50 

曲線部±100 

施 工 延 長 －0.1％ 

ただし延長 150m 

未満-150 

ス パ ン 長 
直線部 ±20 

曲線部 ±30 

6 5 4  プレキャストトラフ水路工 
基 準 高  ▽ ±30 

施工延長 50ｍにつき１箇所、延長 50

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

用
排
水
路
工
事
 

水
路
工
 

  

施 工 延 長 －200 １施工箇所毎 

  
 

6 6 3  コンクリートブロック工 

(連節ブロック) 

(シート) 

基準高  Ｖ１、Ｖ２ ±75 
施工延長概ね 50ｍ毎に１箇所の割合

で測定。 

上記未満は２箇所測定。  用
排
水
路
工
事
 

護
岸
工
 

  幅    Ｂ１、Ｂ２ －75 

法

長

ℓ 

ℓ＜2ｍ －50 

ℓ≧2ｍ －100 

施 工 延 長 

－0.1％ 

ただし延長 150ｍ 

未満 －150 

１施工箇所毎 

6 6 5 1 多自然型護岸工 

(かごマット) 

基 準 高  ▽ ±50 
施工延長 50ｍにつき１箇所、延長 50

ｍ以下のものは１施工箇所につき２箇

所。 

用
排
水
路
工
事
 

護
岸
工
 

  法  長  ℓ －100 

厚  さ  ｔ －50 

延  長  Ｌ －200 

  

【省略】 

 

 

表内、字句の改正 
℄ 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－4－ 

出来形管理基準 

章 節 条 

枝
番
 

工    

種 
測定項目 規格値（㎜） 

測  定  基  

準 
測  定  箇  所 

9 12 2 1 
伸縮装

置工 

（ゴム

ジョイ

ント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

据 付 け 高 さ ±3 

車道端部及び中央部

付近の 3点を測定。 

 

表面凹凸は長手方向

(橋軸直角方向)に 3ｍ

の直線定規で測って

凹凸が 3㎜以下。 

 

 

 

 

 

 

 

据付け高：「Ⓐ」と「Ⓐの設計値」との差分 
仕上げ高：後打ちコンがある場合「Ⓐ」と「Ⓑ」

の差分、後打ちコンが無い場合
「Ⓐ」と「Ⓒ」の差分 

 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
橋
上
部
工
 

橋
梁
付
属
物
工
 

  

表 面 の 凹 凸 3 

仕 上 げ 高 さ 

舗装面に対し 

0 ～－2 

9 12 2 2 
伸縮装

置工 

(鋼製フ

ィンガ

ージョ

イント) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高
 
さ
 

据 付 け 高 さ ±3 

高さについては車道

端部、中央部において

車線方向に各3点の計

9点。 

 

 
 
 
 
表面凹凸は長手方向

(橋軸直角方向)に 3ｍ

の直線定規で測って

凹凸が 3㎜以下。 
 
 
 
 
歯咬み合い部は車道

端部、中央部の計3点。 

 

 

 

 

 

 

 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
橋
上
部
工
 

橋
梁
付
属
物
工
 

  

車線方向各点誤

差 の 相 対 差 
3 

表 面 の 凹 凸 3 

歯 型 板 面 の 歯 咬 み 

合 い 部 の 高 低 差 
2 

歯 咬 み 合 い 部 の 

縦 方 向 間 隙   Ｗ １ 
±2 

歯 咬 み 合 い 部 の 

横 方 向 間 隙   Ｗ ２ 
±5 

仕 上 げ 高 さ 
舗装面に対し 

0 ～－2 

【省略】 

 

出来形管理基準 

章 節 条 

枝
番
 

工    

種 
測定項目 規格値（㎜） 

測  定  基  

準 
測  定  箇  所 

9 12 2 1 
伸縮装

置工 

（ゴム

ジョイ

ント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

据 付 け 高 さ ±3 

車道端部及び中央部

付近の 3点を測定。 

 

表面凹凸は長手方向

(橋軸直角方向)に 3ｍ

の直線定規で測って

凹凸が 3㎜以下。 

 

 

 

 

 

 

 

据付け高：「Ⓐ」と「Ⓐの設計値」との差分 
仕上げ高：後打ちコンがある場合「Ⓐ」と「Ⓑ」

の差分、後打ちコンが無い場合
「Ⓐ」と「Ⓒ」の差分 

 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
橋
上
部
工
 

橋
梁
付
属
物
工
 

  

表 面 の 凹 凸 3 

仕 上 げ 高 さ 

舗装面に対し 

0 ～－2 

9 12 2 2 
伸縮装

置工 

(鋼 フ

ィンガ

ージョ

イント) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
高

 
さ
 

据 付 け 高 さ ±3 

高さについては車道

端部、中央部において

車線方向に各3点の計

9点。 

 

 
 
 
 
表面凹凸は長手方向

(橋軸直角方向)に 3ｍ

の直線定規で測って

凹凸が 3㎜以下。 
 
 
 
 
歯咬み合い部は車道

端部、中央部の計3点。 

 

 

 

 

 

 

 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
橋
上
部
工
 

橋
梁
付
属
物
工
 

  

車線方向各点誤

差 の 相 対 差 
3 

表 面 の 凹 凸 3 

歯 型 板 面 の 歯 咬 み 

合 い 部 の 高 低 差 
2 

歯 咬 み 合 い 部 の 

縦 方 向 間 隙   Ｗ １ 
±2 

歯 咬 み 合 い 部 の 

横 方 向 間 隙   Ｗ ２ 
±5 

仕 上 げ 高 さ 
舗装面に対し 

0 ～－2 

【省略】 

 

 

 

 

表内、字句の追加

及び改正 

車線方向 

C.L 

Ａ 

Ｂ 

Ｗ２ 

舗装面 

C.L 

C.L 

Ｗ１ 

仕上げ高さ 

歯型板面の歯咬み 
あい部の高低差:咬 
みあい部中心Ａ,Ｂ 
点の差 

あと打ち 
コンクリート 

Ⓒ舗装の計画高 

維持修繕の場合は、既設舗装面 

Ⓐゴムジョイント部材の天端高さ 

 

横軸方向 
Ⓑコンクリートの 

施工後の高さ 

車線方向 

C.L 

Ａ 

Ｂ 

Ｗ２ 

舗装面 

C.L 

C.L 

Ｗ１ 

仕上げ高さ 

歯型板面の歯咬み 
合い部の高低差:咬 
み合い部中心Ａ,Ｂ 
点の差 

あと打ち 
コンクリート 

Ⓒ舗装の計画高 

維持修繕の場合は、既設舗装面 

Ⓐゴムジョイント部材の天端高さ 

 

横軸方向 
Ⓑコンクリートの 

施工後の高さ 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－5－ 

出来形管理基準 

章 節 条 

枝
番
 

工    種 測定項目 規格値（㎜） 測  定  基  準 

10 4 4  架設工 

(クレーン架設) 全 長   （ L ） 

支間長  （ L n） 

±(20＋Ｌ／5) 

±(20＋Ｌn／5) 

各桁毎に全数測定。 

 
 

鋼
橋
上
部
 

鋼
橋
架
設
工
 

5  (ケーブルクレーン架設) 

6  
(ケーブルエレクション架設) 

通       り ±(10＋2Ｌ／5) 

Ｌ：主桁・主構の支間長(ｍ) 

7  (架設桁架設) 

8  (送出し架設) 

9  (トラベラークレーン架設) 

そ       り ±(25＋Ｌ／2) 

主桁・主構を全数測定。 

Ｌ：主桁・主溝の支間長(ｍ) 

   

※主桁、主構中心 

間距離Ｂ（ｍ） 

±4…………Ｂ≦2 

±(3＋Ｂ／2)…… 

Ｂ＞2 

各支点及び各支間中央付近を測定。 

※主桁、主構の橋端に

おける出入差δ(㎜) 
±10 

どちらか一方の主桁（主構） 

端を測定。 

※主桁、主構の鉛直度 

δ（㎜） 
3＋ｈ／1,000 

各主桁の両端部（支点及び支間中央付

近）を測定。 

ｈ：主桁（主構）の高さ(mm) 

※現場継手部の隙間 

δ１、δ２(㎜) 
±5 

主桁、主構の全継手の 1／2を測定。δ

１、δ２のうち大きいもの。 

なお、設計値が５㎜以下の場合は、隙

間の許容範囲の下限値を 0mm とする。

(例：設計値が 3mm の場合、隙間の許容

範囲は 0mm～8mm)。 

【省略】 

 

出来形管理基準 

章 節 条 

枝
番
 

工    種 測定項目 規格値（㎜） 測  定  基  準 

10 4 4  架設工 

(クレーン架設) 全 長   （ L ） 

支間長  （ L n） 

±(20＋Ｌ／5) 

±(20＋Ｌn／5) 

各桁毎に全数測定。 

 
 

鋼
橋
上
部
 

鋼
橋
架
設
工
 

5  (ケーブルクレーン架設) 

6  
(ケーブルエレクション架設) 

通       り ±(10＋2Ｌ／5) 

Ｌ：主桁・主構の支間長(ｍ) 

7  (架設桁架設) 

8  (送出し架設) 

9  (トラベラークレーン架設) 

そ       り ±(25＋Ｌ／2) 

主桁・主構を全数測定。 

Ｌ：主桁・主溝の支間長(ｍ) 

   

※主桁、主構中心 

間距離Ｂ（ｍ） 

±4…………Ｂ≦2 

±(3＋Ｂ／2)…… 

Ｂ＞2 

各支点及び各支間中央付近を測定。 

※主桁   の橋端に

おける出入差δ(㎜) 
±10 

どちらか一方の主桁（主構） 

端を測定。 

※主桁、主構の鉛直度 

δ（㎜） 
3＋ｈ／1,000 

各主桁の両端部          

を測定。 

ｈ：主桁・主構 の高さ(mm) 

※現場継手部の隙間 

δ１、δ２(㎜) 
±5 

主桁、主構の全継手の 1／2を測定。δ

１、δ２のうち大きいもの。 

なお、設計値が５㎜以下の場合は、隙

間の許容範囲の下限値を 0mm とする。

(例：設計値が 3mm の場合、隙間の許容

範囲は 0mm～8mm)。 

【省略】 

 

 

 

 

表内、字句の削

除、追加及び改正 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－6－ 

出来形管理基準 

章 節 条 

枝
番
 

工    

種 
測定項目 規格値（㎜） 測  定  基  準 測  定  箇  所 

10 5 3  現場塗装工 塗 膜 厚 
ａ．ロットの塗

膜厚平均値

は、目標塗膜

厚合計値の

90％以上。 

ｂ．測定値の最

小値は、目標

塗膜厚合計値

の 70％以上。 

ｃ．測定値の分

布の標準偏差

は、目標塗膜

厚合計値の

20％を超えな

い。ただし、

測定値の平均

値が目標塗膜

厚合計値より

大きい場合は

この限りでは

ない。 

塗装終了時に測定。 

１ロットの大きさは 500

㎡とする。 

１ロット当たりの測定

数は 25 点とし、各点の

測定は５回行い、その平

均値をその点の測定値

とする。ただし、1ロッ

トの面積が 200㎡に満た

ない場合は 10㎡ごとに

1点とする。  

 

鋼
橋
上
部
 

橋
梁
現
場
塗
装
工
 

  

10 6 2  床版工 

基 準 高  ▽ ±20 

基準高は、１径間当り２

箇所（支点付近）で、１

箇所当り両端と中央部

の３点、幅は、１径間当

り３箇所、厚さは型枠設

置時におおむね 10 ㎡に

１箇所測定。（床版の厚

さは、型枠検査をもって

代える） 

 

有

効

高

さ

圧縮線 

 

 

鋼
橋
上
部
 

床
版
工
 

  

床版の幅  ｂ ＋30 ～ 0 

床版の厚さ ｔ ＋20 ～－10 

鉄筋の有効高さ ±10 
１径間当り３断面（両端

及び中央）測定。 

１断面の測定箇所は断

面変化ごと１箇所とす

る。 

 
 

鉄筋のかぶり 
設計値以上 

鉄 筋 間 隔 ±20 
１径間当り３箇所（両端

及び中央）測定。 

１箇所の測定は、橋軸方

向の鉄筋は全数、橋軸直

角方向の鉄筋は加工形

状毎に２ｍの範囲を測

定。 

 

 

 (上記、鉄筋

の有効高

さがマイ

ナスの場

合） 

±10 

【省略】 

 

 

出来形管理基準 

章 節 条 

枝
番
 

工    

種 
測定項目 規格値（㎜） 測  定  基  準 測  定  箇  所 

10 5 3  現場塗装工 塗 膜 厚 
ａ．ロットの塗

膜厚平均値

は、目標塗膜

厚合計値の

90％以上。 

ｂ．測定値の最

小値は、目標

塗膜厚合計値

の 70％以上。 

ｃ．測定値の分

布の標準偏差

は、目標塗膜

厚合計値の

20％を超えな

い。ただし、

測定値の平均

値が目標塗膜

厚合計値より

大きい場合は

この限りでは

ない。 

塗装終了時に測定。 

１ロットの大きさは 500

㎡とする。 

１ロット当たりの測定

数は 25 点とし、各点の

測定は５回行い、その平

均値をその点の測定値

とする。ただし、1ロッ

トの面積が 200㎡に満た

ない場合は 10㎡ごとに

1点とする。  

 

鋼
橋
上
部
 

橋
梁
現
場
塗
装
工
 

  

10 6 2  床版工 

基 準 高  ▽ ±20 

基準高は、１径間当り２

箇所（支点付近）で、１

箇所当り両端と中央部

の３点、幅は、１径間当

り３箇所、厚さは型枠設

置時におおむね 10 ㎡に

１箇所測定。（床版の厚

さは、型枠検査をもって

代える） 

 

［追加］ 

 

 

鋼
橋
上
部
 

床
版
工
 

  

床版の幅  ｂ ＋30 ～ 0 

床版の厚さ ｔ ＋20 ～－10 

鉄筋の有効高さ ±10 
１径間当り３断面（両端

及び中央）測定。 

１断面の測定箇所は断

面変化ごと１箇所とす

る。 

 
 

鉄筋のかぶり 
設計値以上 

鉄 筋 間 隔 ±20 
１径間当り３箇所（両端

及び中央）測定。 

１箇所の測定は、橋軸方

向の鉄筋は全数、橋軸直

角方向の鉄筋は加工形

状毎に２ｍの範囲を測

定。 

 

 

 (上記、鉄筋

の有効高

さがマイ

ナスの場

合） 

±10 

【省略】 

 

 

 

 

表内、図の追加 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－7－ 

出来形管理基準 

章 節 条 
枝

番 
工    種 測定項目 規格値（㎜） 測  定  基  準 

14 9 3 1 
側溝工 

(素掘側溝) 
基 準 高  Ｖ ±100 

基準高については、標高が示されてい

る場合、施工延長80ｍにつき１箇所の

割合で測定。 

 

 

基準高（Ｖ）

幅（Ｂ

高

道
路
 

排
水
構
造
物
工
（
小
型
水
路
工
）
 

  

幅    Ｂ１ Ｂ２ －75 幅、高さについては、断面形と合わせ

て施工延長 80ｍにつき１箇所の割合

で測定。 

 
高 さ  Ｈ －75 

施 工 延 長 

－0.2％ 

ただし延長200ｍ 

未満－400 

１施工箇所毎 

 

【省略】 

 

出来形管理基準 

章 節 条 

枝
番
 

工    種 測 定 項 目 

規 格 値（㎜） 

測  定  基  準 個々の測定値 

（Ｘ） 

10 個の測定値 

の平均（Ｘ10） 

14 10 3  
凍上抑制層 

路盤工 

(砂利道路盤工) 

(歩道路盤工) 

(取付道路) 

(装工路肩路盤工) 

基準高  ▽ ±50 － 

延長 80ｍ毎に１箇所の割合とし、道路

中心線および端部で測定。 

 

・厚さは、個々の測定値が

の割合で規格値を満足しなければならな

いとともに

10

ただし、厚さのデーター数が

場合は測定値の平均値は適用しない。

 

道

路 

路

盤

工 

  

厚
さ
 

t＜15 ㎝ －30 －10 
各車線200ｍ毎に１箇所を掘り起こし

て測定。 

取付道路は、500 ㎡に１箇所。 

 t≧15 ㎝ －45 －15 

幅 －100 － 
延長 100ｍ毎に１箇所の割合で測定。 

 

   

 

【省略】 

 

 

出来形管理基準 

章 節 条 
枝

番 
工    種 測定項目 規格値（㎜） 測  定  基  準 

14 9 3 1 
側溝工 

(素掘側溝) 
基 準 高  Ｖ ±100 

基準高については、標高が示されてい

る場合、施工延長50ｍにつき１箇所の

割合で測定。 

 

 

基準高（Ｖ）

幅（Ｂ

高

道
路
 

排
水
構
造
物
工
（
小
型
水
路
工
）
 

  

幅    Ｂ１ Ｂ２ －75 幅、高さについては、断面形と合わせ

て施工延長 50ｍにつき１箇所の割合

で測定。 

 
高 さ  Ｈ －75 

施 工 延 長 

－0.2％ 

ただし延長200ｍ 

未満－400 

１施工箇所毎 

 

【省略】 

 

出来形管理基準 

章 節 条 

枝
番
 

工    種 測 定 項 目 

規 格 値（㎜） 

測  定  基  準 個々の測定値 

（Ｘ） 

10 個の測定値 

の平均（Ｘ10） 

14 10 3  
凍上抑制層 

路盤工 

(砂利道路盤工) 

(歩道路盤工) 

(取付道路) 

(装工路肩路盤工) 

基準高  ▽ ±50 － 

延長 50ｍ毎に１箇所の割合とし、道路

中心線および端部で測定。 

 

・厚さは、個々の測定値が

の割合で規格値を満足しなければならな

いとともに

10

ただし、厚さのデーター数が

場合は測定値の平均値は適用しない。

 

道

路 

路

盤

工 

  

厚
さ
 

t＜15 ㎝ －30 －10 
各車線200ｍ毎に１箇所を掘り起こし

て測定。 

取付道路は、500 ㎡に１箇所。 

 t≧15 ㎝ －45 －15 

幅 －100 － 
延長 100ｍ毎に１箇所の割合で測定。 

 

   

 

【省略】 

 

 

 

 

表内、字句の改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－8－ 

 

出来形管理基準 

章 節 条 

枝
番
 

工    

種 
測定項目 規格値（㎜） 測  定  基  準 測  定  箇  所 

16 3 1 2 
暗渠排水

工 

(付帯明

渠工) 

延 長 －500 
全延長を測定。 

  

暗
渠
排
水
 

暗
渠
排
水
工
 

  基 準 高 ±100 
延長 50ｍ毎に測定。ただし最低３ケ所

(起点、中間、終点)測定。 
  

敷 幅 ±100 
起点、中間、終点の３箇所を測定。 

  

掘 削 深 
深さの±

10％ 

起点、中間、終点の３箇所を測定。 
 

現況平均切深 

床下げ 

平均床下げ深 

 

基準高が明示されていない場合に適用。

【省略】 

 

出来形管理基準 

章 節 条 

枝
番
 

工    種 測 定 項 目 規 格 値（㎜） 測  定  基  準 

19 5 1  
起伏修正工（Ⅰ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19－4－4 畑面処理工に準ずる。 

農
用
地
・
草
地
工
事
 

草
地
整
備
工
 

  

不 陸 均 し 

測点間の高低差５

㎝ 以 上 が 全 体 の

５％以内でかつ 10

㎝以上が出現しな

い。 

施工管理記録様式（59）により、10ha

毎に１箇所測定する。 
 

牧 草 の 生 育 

マ メ 科 根 長 

（ 抜 根 ） 

50mm 以上 10ha 毎に 1箇所測定し、その全個体数

のその値とする。 

 

測定位置（下図参照）

ほ場ABCD

結ぶ 2

EO,FO,GO,HO

所のうち、任意の点とする。（工事監督員が

指定する箇所）

 

 

 

牧 草 の 生 育 

イネ科発芽個体数 

（ 抜 根 ） 

4 本以上 

※現場条件により、

100cm2(10cm×10cm

)区画に15本以上と

して実施しても良

い。 

10ha 毎に 1箇所測定し、そのその値と

する。 

 

【省略】 

出来形管理基準 

章 節 条 

枝
番
 

工    

種 
測定項目 規格値（㎜） 測  定  基  準 測  定  箇  所 

16 3 1 2 
暗渠排水

工 

(付帯明

渠工) 

延 長 －500 
全延長を測定。 

  

暗
渠
排
水
 

暗
渠
排
水
工
 

  基 準 高 ±100 
延長 50ｍ毎に測定。ただし最低３ケ所

(起点、中間、終点)測定。 
  

敷 幅 ±100 
起点、中間、終点の３箇所を測定。 

  

掘 削 深 
深さの±

10％ 

起点、中間、終点の３箇所を測定。 

［追加］ 

基準高が明示されていない場合に適用。

【省略】 

 

出来形管理基準 

章 節 条 

枝
番
 

工    種 測 定 項 目 規 格 値（㎜） 測  定  基  準 

19 5 1  
起伏修正工（Ⅰ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19－4－4 畑面処理工に準ずる。 

農
用
地
・
草
地
工
事
 

草
地
整
備
工
 

  

不 陸 均 し 

測点間の高低差５

㎝ 以 上 が 全 体 の

５％以内でかつ 10

㎝以上が出現しな

い。 

施工管理記録様式（59）による。 
 

牧 草 の 生 育 

マ メ 科 根 長 

（ 抜 根 ） 

50mm 以上 ・ほ場毎に 1箇所測定し、その全個体

数のその値とする。 

 

測定位置（下図参照）

ほ場ABCD

結ぶ 2

EO,FO,GO,HO

所のうち、任意の点とする。（工事監督員が

指定する箇所）

 

 

 

牧 草 の 生 育 

イネ科発芽個体数 

（ 抜 根 ） 

4 本以上 

※現場条件により、

100cm2(10cm×10cm

)区画に15本以上と

して実施しても良

い。 

・ほ場毎に 1箇所測定し、そのその値

とする。 

 

【省略】 

 

 

 

表内、図の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新 旧 対 照 表 

 

Ⅲ 写 真 管 理 
 

 
  



 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

Ⅲ 写 真 管 理 

 

１（適用範囲） 

【省略】 

 

９（整理提出） 

(１) 撮影箇所一覧表の「撮影頻度」に基づいて撮影した全ての写真原本を電子媒体に格納し、工事監

督員に提出するものとする。 

(２) 写真ファイルの整理及び電子媒体への格納方法（各種仕様）は「         電子納品運

用の手引き（案）【工事編】」６．  工事写真（電子）の作成と納品に基づくものとする。 

【省略】 

 

第 19 章 農用地・草地工事 撮影箇所一覧 

章 節 条 工 種 
写真管理項目 

撮影方法 
撮影項目 撮影頻度 整理条件 

19 5 1 起伏修正（Ⅰ） 耕起 19－４－４畑面処理工に準ずる。 

農
用
地
・
草
地
工
事
 

草
地
整
備
工
 

起
伏
修
正
工
(
Ⅰ
) 

耕起深測定 

砕土 

土壌改良資材 

土壌改良剤散

布 

土壌改良剤、 

攪拌 

PH測定 

鎮圧 10ha毎に1回 

※ただし、播種床完成時

に、ほ場毎に１回全景を

撮影する。 

代表箇所1枚 ・施工状況を確認する。 

施肥、播種 10ha毎に1回 

※ただし、牧草生育状況の

確認のため、ほ場毎に１

回全景を撮影する。 

 

代表箇所1枚 ・施工状況を確認する。 

・牧草の生育について、マメ

科根長及びイネ科発芽本数

を確認する。 

・測定状況を含む近景を撮影。 

 

【省略】 

 

Ⅲ 写 真 管 理 

 

１（適用範囲） 

【省略】 

 

９（整理提出） 

(１) 撮影箇所一覧表の「撮影頻度」に基づいて撮影した全ての写真原本を電子媒体に格納し、工事監

督員に提出するものとする。 

(２) 写真ファイルの整理及び電子媒体への格納方法（各種仕様）は「農業農村整備事業 電子納品運

用の手引き（案）【工事編】」６．５.工事写真の整理に基づくものとする。 

【省略】 

 

第 19 章 農用地・草地工事 撮影箇所一覧 

章 節 条 工 種 
写真管理項目 

撮影方法 
撮影項目 撮影頻度 整理条件 

19 5 1 起伏修正（Ⅰ） 耕起 19－４－４畑面処理工に準ずる。 

農
用
地
・
草
地
工
事
 

草
地
整
備
工
 

起
伏
修
正
工
(
Ⅰ
) 

耕起深測定 

砕土 

土壌改良資材 

土壌改良剤散

布 

土壌改良剤、 

攪拌 

PH測定 

鎮圧 10ha毎に1回 

 

 

 

代表箇所1枚 ・施工状況を確認する。 

施肥、播種 10ha毎に1回 

 

 

 

 

 

代表箇所1枚 ・施工状況を確認する。 

・牧草の生育について、マメ

科根長及びイネ科発芽本数

を確認する。 

・測定状況を含む近景を撮影。 

 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の削除及び改

正 

 

 

 

 

 

表内、字句の追加 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新 旧 対 照 表 

 

Ⅳ 品 質 管 理 
 

 
  



 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

Ａ 「品質管理」の方法 
【省略】 

 

Ｂ 品質管理基準 
１ セメント・コンクリート（覆工コンクリート、吹付けコンクリートを除く） 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試験方法 規   格   値 試  験  時  期 ・ 頻 度 

材

 
 

 
 

 
 

 
 

 

料

 

そ
の
他
（Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
が
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く
） 

粗骨材のすりへり試験 JIS A 1121 

JIS A 5005 

砕石40％以下、砂利35％以下、舗装コ

ンクリートは35％以下 

ただし、積雪寒冷地の舗装コンクリート

の場合は、25％以下 

工事開始前、工事中１回／12か月および
産地が変わった場合。 

ただし、砂利の場合は、工事開始前、工

事中1回／月以上及び産地が変わった

場合。 

 

骨材の微粒分量試験 JIS A 1103 

JIS A 5005 

JIS A 5308 

粗骨材： 砕石 3.0％以下（ただし、粒

形判定実績率が 58％以上の

場合は 5.0％以下） 

スラグ粗骨材 5.0％以下 

それ以外（砂利等） 1.0％以

下 

細骨材： 砕砂 9.0％以下（ただし、す
りへり作用を受ける場合は
5.0％以下） 

砕砂（粘土、シルト等を含まな
い場合） 7.0%（ただし、すり
へり作用を受ける場合は 5.0%

以下） 
スラグ細骨材 7.0％以下（た
だし、すりへり作用を受ける場

合は 5.0％以下） 
それ以外（砂等） 5.0％以下
（ただし、すりへり作用を受け

る場合は 3.0％以下） 

工事開始前、工事中１回／月以上およ

び産地が変わった場合。 

（山砂の場合は、 工事中１回／週以上） 

 

砂の有機不純物試験 JIS A 1105 標準色より淡いこと。濃い場合でも圧縮

強度が90％以上の場合は使用できる。 

工事開始前、工事中１回／12か月および

産地が変わった場合。 

濃い場合は、

細骨材のモルタルの圧縮強度による試験方
法」による。

有機不純物を含む細骨

材のモルタルの圧縮強
度による試験 

JIS A 1142 圧縮強度の90％以上 試料となる砂の上部における溶液の色が

標準色液の色より濃い場合。 

 

骨材中の粘土塊量の試

験 

JIS A 1137 細骨材：1.0％以下 

粗骨材：0.25％以下 

工事開始前、工事中１回／月以上およ

び産地が変わった場合。 

 

【省略】 

Ａ 「品質管理」の方法 
【省略】 

 

Ｂ 品質管理基準 
１ セメント・コンクリート（覆工コンクリート、吹付けコンクリートを除く） 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試験方法 規   格   値 
試  験  時  期 ・ 頻 

度 

材

 
 

 
 

 
 

 
 

 

料

 

そ
の
他
（Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
が
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く
） 

粗骨材のすりへり試験 JIS A 1121 

JIS A 5005 

砕石40％以下、砂利35％以下、舗装コ

ンクリートは35％以下 

ただし、積雪寒冷地の舗装コンクリート

の場合は、25％以下 

工事開始前、工事中１回／年以上およ
び産地が変わった場合。 

ただし、砂利の場合は、工事開始前、

工事中1回／月以上及び産地が変わ

った場合。 

 

骨材の微粒分量試験 JIS A 1103 

JIS A 5005 

JIS A 5308 

粗骨材： 砕石 3.0％以下（ただし、粒

形判定実績率が 58％以上の

場合は 5.0％以下） 

スラグ粗骨材 5.0％以下 

それ以外（砂利等） 1.0％以

下 

細骨材： 砕砂 9.0％以下（ただし、す
りへり作用を受ける場合は
5.0％以下） 

砕砂（粘土、シルト等を含まな
い場合） 7.0%（ただし、すり
へり作用を受ける場合は 5.0%

以下） 
スラグ細骨材 7.0％以下（た
だし、すりへり作用を受ける場

合は 5.0％以下） 
それ以外（砂等） 5.0％以下
（ただし、すりへり作用を受け

る場合は 3.0％以下） 

工事開始前、工事中１回／月以上およ

び産地が変わった場合。 

（山砂の場合は、 工事中１回／週以

上） 

 

砂の有機不純物試験 JIS A 1105 標準色より淡いこと。濃い場合でも圧縮

強度が90％以上の場合は使用できる。 

工事開始前、工事中１回／年以上およ

び産地が変わった場合。 

濃い場合は、

骨材のモルタルの圧縮強度による試験方法」に
よる。 

有機不純物を含む細骨

材のモルタルの圧縮強
度による試験 

JIS A 1142 圧縮強度の90％以上 試料となる砂の上部における溶液の色

が標準色液の色より濃い場合。 

 

骨材中の粘土塊量の試

験 

JIS A 1137 細骨材：1.0％以下 

粗骨材：0.25％以下 

工事開始前、工事中１回／月以上およ

び産地が変わった場合。 

 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－2－ 

１ セメント・コンクリート（覆工コンクリート、吹付けコンクリートを除く） 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規   格   値 試  験  時  期 ・ 頻 度 

製
造
（プ
ラ
ン
ト
） 

そ
の
他
（Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
が
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く
） 

計量設備の計量精
度 
 
 

 水   ：±１％以内  
セメント：±１％以内 
骨  材：±３％以内 
混 和 材：±２％以内 
（高炉スラグ微粉末の場合は±１％以内） 
混 和 剤：±３％以内 

工事開始前、工事中１回／６ヶ月以上。 
 

レディーミクストコンクリートの場合、印字記録により確認を行
う。 

ミキサの練混ぜ性能
試験 

バッチミキサの場合 
JIS A 1119 
JIS A 8603-1 
JIS A 8603-2 

コンクリートの練混ぜ量 
・公称容量の場合： 
 コンクリート内のモルタル量の偏差率： 

0.8％以下 
 コンクリート内の粗骨材量の偏差率：    
５％以下 

 圧縮強度の偏差率：7.5％以下 
 コンクリート内空気量の偏差率：10％以下 
 コンシステンシー（スランプ)の偏差率： 
15％以下 

 
 
 

工事開始前、工事中１回／12か月。 
 

小規模工種で１工種当りの総使用量が
工種１回以上の試験、またはレディーミクストコンクリート工場
（JIS
できる。
 
※小規模工種とは、以下の工種を除く工種とする。（橋台、
橋脚、杭類（場所打杭、井筒基礎等）、橋梁上部工（桁、床
版、高欄等）、擁壁工（高さ
管、水門、水路（内幅
ル、舗装、その他これらに類する工種及び特記仕様書で指
定された工種）

連続ミキサの場合： 
土木学会基準 
JSCE-I 502-2013 

コンクリート中のモルタル単位容積質量差 
               ：0.8％以下 
コンクリート中の単位粗骨材量の差：５％以
下 
圧縮強度差：7.5％以下 
空気量差：１％以下 
スランプ差：３㎝以下 

工事開始前、工事中１回／12か月。  

細骨材の表面水率
試験 

JIS A 1111 設計図書による ２回／日以上 レディーミクストコンクリート以外の場合に適用する

粗骨材の表面水率
試験 

JIS A 1125 設計図書による １回／日以上 レディーミクストコンクリート以外の場合に適用する

 

１ セメント・コンクリート（覆工コンクリート、吹付けコンクリートを除く） 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規   格   値 試  験  時  期 ・ 頻 度 

製
造
（プ
ラ
ン
ト
） 

そ
の
他
（Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
が
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く
） 

計量設備の計量精
度 
 
 

 水   ：±１％以内  
セメント：±１％以内 
骨  材：±３％以内 
混 和 材：±２％以内 
（高炉スラグ微粉末の場合は±１％以内） 
混 和 剤：±３％以内 

工事開始前、工事中１回／６ヶ月以上。 
 

レディーミクストコンクリートの場合、印字記録により確認を行
う。 

ミキサの練混ぜ性能
試験 

バッチミキサの場合 
JIS A 1119 
JIS A 8603-1 
JIS A 8603-2 

コンクリートの練混ぜ量 
・公称容量の場合： 
 コンクリート内のモルタル量の偏差率： 

0.8％以下 
 コンクリート内の粗骨材量の偏差率：    
５％以下 

 圧縮強度の偏差率：7.5％以下 
 コンクリート内空気量の偏差率：10％以下 
 コンシステンシー（スランプ)の偏差率： 
15％以下 

 
 
 

工事開始前、工事中１回／年以上。 
 

小規模工種で１工種当りの総使用量が
工種１回以上の試験、またはレディーミクストコンクリート工場
（JIS
できる。
 
※小規模工種とは、以下の工種を除く工種とする。（橋台、
橋脚、杭類（場所打杭、井筒基礎等）、橋梁上部工（桁、床
版、高欄等）、擁壁工（高さ
管、水門、水路（内幅
ル、舗装、その他これらに類する工種及び特記仕様書で指
定された工種）

連続ミキサの場合： 
土木学会基準 
JSCE-I 502-2013 

コンクリート中のモルタル単位容積質量差 
               ：0.8％以下 
コンクリート中の単位粗骨材量の差：５％以
下 
圧縮強度差：7.5％以下 
空気量差：１％以下 
スランプ差：３㎝以下 

工事開始前、工事中１回／年以上。  

細骨材の表面水率
試験 

JIS A 1111 設計図書による ２回／日以上 レディーミクストコンクリート以外の場合に適用する

粗骨材の表面水率
試験 

JIS A 1125 設計図書による １回／日以上 レディーミクストコンクリート以外の場合に適用する

 

 

 

 

表内、字句の改正 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－3－ 

１ セメント・コンクリート（覆工コンクリート、吹付けコンクリートを除く） 

種

別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試験方法 規   格   値 試  験  時  期 ・ 頻 度 摘       

材

 
 

 
 

 
 

 
 

 

料

 

そ
の
他
（Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
が
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く
） 

硝酸ナトリウムによる骨
材の安定性試験 

JIS A 1122 
JIS A 5005 

細骨材：10％以下 
粗骨材：12％以下 

砂、砂利：工事開始前、工事中１回／12
か月以上および産地が変わった場合。 
砂利、砕石：工事開始前、工事中1回／
12か月以上及び産地が変わった場合。 

寒冷地で凍結するおそれ
のある地点に適用する。

セメント物理試験 JIS R 5201 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 
JIS R 5211（高炉セメント） 
JIS R 5212（シリカセメント） 
JIS R 5213（フライアッシュセメント） 
JIS R 5214（エコセメント） 

工事開始前、工事中１回／月以上。  

セメントの化学分析 JIS R 5202 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 
JIS R 5211（高炉セメント） 
JIS R 5212（シリカセメント） 
JIS R 5213（フライアッシュセメント） 
JIS R 5214（エコセメント） 

工事開始前、工事中１回／月以上。 
 
 

 

セメントの水和熱測定 JIS R 5203 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 
JIS R 5211（高炉セメント） 
JIS R 5213（フライアッシュセメント） 

工事開始前、工事中1回／月以上  

セメントの蛍光 
X線分析方法 

JIS R 5204 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 
JIS R 5211（高炉セメント） 
JIS R 5214（エコセメント） 

工事開始前、工事中1回／月以上  

練混ぜ水の水質試験 上水道水及び
上水道水以外
の水の場合： 
JIS A 5308の
付属書Ｃ 

縣濁物質の量：2ｇ／ℓ以下 
溶解性蒸発残留物の量：１ｇ／ℓ以下 
塩化物イオン濃度：200mg／L以下 
セメントの凝結時間の差：始発は30分
以内、終結は60分以内 
モルタルの圧縮強度比：材齢７及び28
日で90％以上 

工事開始前、工事中１回以上／12か月
および水質が変わった場合。 

上水道を使用している場
合は、試験に換え、上水
道を使用していることを示
す資料により確認を行う。

回収水の場
合： 
JIS A 5308の
付属書Ｃ 

塩化物イオン濃度：200mg／L以下 
セメントの凝結時間の差：始発は30分
以内、終結は60分以内 
モルタルの圧縮強度比：材齢７及び28
日で90％以上 

工事開始前、工事中１回以上／12か月
および水質が変わった場合。 
スラッジ水の濃度は１回／日 
 

ただし、その原水は上水
道水及び上水道水以外
の水の規定に適合しなけ
ればならない。

【省略】 

 

１ セメント・コンクリート（覆工コンクリート、吹付けコンクリートを除く） 

種

別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試験方法 規   格   値 試  験  時  期 ・ 頻 度 摘       

材

 
 

 
 

 
 

 
 

 

料

 

そ
の
他
（Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
が
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く
） 

硝酸ナトリウムによる骨
材の安定性試験 

JIS A 1122 
JIS A 5005 

細骨材：10％以下 
粗骨材：12％以下 

砂、砂利：工事開始前、工事中１回／6ヶ
月以上および産地が変わった場合。 
砂利、砕石：工事開始前、工事中1回／
年以上及び産地が変わった場合。 

寒冷地で凍結するおそれ
のある地点に適用する。

セメント物理試験 JIS R 5201 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 
JIS R 5211（高炉セメント） 
JIS R 5212（シリカセメント） 
JIS R 5213（フライアッシュセメント） 
JIS R 5214（エコセメント） 

工事開始前、工事中１回／月以上。  

セメントの化学分析 JIS R 5202 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 
JIS R 5211（高炉セメント） 
JIS R 5212（シリカセメント） 
JIS R 5213（フライアッシュセメント） 
JIS R 5214（エコセメント） 

工事開始前、工事中１回／月以上。 
 
 

 

セメントの水和熱測定 JIS R 5203 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 
JIS R 5211（高炉セメント） 
JIS R 5213（フライアッシュセメント） 

工事開始前、工事中1回／月以上  

セメントの蛍光 
X線分析方法 

JIS R 5204 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 
JIS R 5211（高炉セメント） 
JIS R 5214（エコセメント） 

工事開始前、工事中1回／月以上  

練混ぜ水の水質試験 上水道水及び
上水道水以外
の水の場合： 
JIS A 5308の
付属書Ｃ 

縣濁物質の量：2ｇ／ℓ以下 
溶解性蒸発残留物の量：１ｇ／ℓ以下 
塩化物イオン濃度：200ppm以下 
セメントの凝結時間の差：始発は30分
以内、終結は60分以内 
モルタルの圧縮強度比：材齢７及び28
日で90％以上 

工事開始前、工事中１回／年以上およ
び水質が変わった場合。 

上水道を使用している場
合は、試験に換え、上水
道を使用していることを示
す資料により確認を行う。

回収水の場
合： 
JIS A 5308の
付属書Ｃ 

塩化物イオン濃度：200ppm以下 
セメントの凝結時間の差：始発は30分
以内、終結は60分以内 
モルタルの圧縮強度比：材齢７及び28
日で90％以上 

工事開始前、工事中１回／年以上およ
び水質が変わった場合。 
スラッジ水の濃度は１回／日 
 

ただし、その原水は上水
道水及び上水道水以外の
水の規定に適合しなけれ
ばならない。

【省略】 

 
 

 

 

 

表内、字句の改正 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－4－ 

１ セメント・コンクリート（覆工コンクリート、吹付けコンクリートを除く） 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 
目 

試 験 方 法 
規   
格   
値 

試  験  時  期 ・ 頻 度 摘       要 

試験成
績表等
による
確 認 

施

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

工

 

必

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

須

 

塩化物総量規
制 

「コンクリートの耐久
性向上対策」 

原則0.3
㎏／㎥
以下 

コンクリートの打設が午前と午後にまた
がる場合は、午前に１回コンクリート打
設前に行い、その試験結果が塩化物
総量の規制値の１／２以下の場合は、
午後の試験を省略することができる。
（１試験の測定回数は３回とする）試験
の判定は３回の測定値の平均値。 

・小規模工種で１工種当りの総使
用量が50㎥未満の場合は１工種１
回以上の試験、またはレディーミク
ストコンクリート工場(JISマーク表示
認証工場)の品質証明書等のみと
することができる。 
・骨材に海砂を使用する場合は、
「海砂の塩化物イオン含有率試験
方法」
（JSCE-C502-2023,503-2023）ま
たは設計図書の規定により行う。 
用心鉄筋等を有さない無筋構造
物の場合は省略できる。 
 
※小規模工種とは、以下の工種を
除く工種とする。（橋台、橋脚、杭
類（場所打杭、井筒基礎等）、橋
梁上部工（桁、床版、高欄等）、擁
壁工（高さ1.0m以上）、函渠工、樋
門、樋管、水門、水路（内幅2.0m
以上）、護岸、ダム及び堰、トンネ
ル、舗装、その他これらに類する
工種及び特記仕様書で指定され
た工種） 

 

【省略】 

 

１ セメント・コンクリート（覆工コンクリート、吹付けコンクリートを除く） 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 
試 験 
方 法 

規   格   値 試  験  時  期 ・ 頻 度 摘       

施

 
 

 
 

 
 

 
 

 

工

 

必

 
 

 
 

 
 

 
 

 

須

 

コンクリートの圧縮強度 
試験 

JIS A 1108 １回の試験結果は指定した呼
び強度の85％以上であるこ
と。 
３回の試験結果の平均値は、
指定した呼び強度以上である
こと。（１回の試験結果は、３個
の供試体の試験値の平均値） 

・荷卸し時または、工場出荷時に運搬車から採
取した試料 
1回／日または構造物の重要度と工事の規模
に応じて20～150㎥ごとに1回。なお、テストピー
スは打設場所で採取し、１回につき６個（σ7･･･
３個、σ28･･･３個）とする。 
・早強セメントを使用する場合には、必要に応じ
て1回につき３個（σ3）を追加採取する。 

小規模工種で1工種当りの総使用量が
未満の場合は1工種
レディーミクストコンクリート工場（
示認証工場）の品質証明書等のみとすること
ができる。 
コンクリートの強度は一般には材令
ける標準養生供試体の試験値で表すものと
する。 
 
※小規模工種とは、以下の工種を除く工種と
する。（橋台、橋脚、杭類（場所打杭、井筒基
礎等）、橋梁上部工（桁、床版、高欄等）、擁
壁工（高さ1.0m以上）、函渠工、樋門、樋管、
水門、水路（内幅
堰、トンネル、舗装、その他これらに類する工
種及び特記仕様書で指定された工種）

空気量測定 JIS A 1116 
JIS A 1118 
JIS A 1128 

±1.5％（許容差） 
 

荷卸し時 
1回／日または構造物の重要度と工事の規模
に応じて20～150㎥ごとに1回、および荷卸し時
に品質変化が認められた時。 

小規模工事で1工種当りの総使用量が
未満の場合は１工種１回以上の試験、または
レディーミクストコンクリート工場（
示認証工場）の品質証明書等のみとすること
ができる。 
 
※小規模工種とは、以下の工種を除く工種と
する。（橋台、橋脚、杭類（場所打杭、井筒基
礎等）、橋梁上部工（桁、床版、高欄等）、擁
壁工（高さ1.0m以上）、函渠工、樋門、樋管、
水門、水路（内幅
堰、トンネル、舗装、その他これらに類する工
種及び特記仕様書で指定された工種）

【省略】 

 

 

１ セメント・コンクリート（覆工コンクリート、吹付けコンクリートを除く） 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 
目 

試 験 方 法 
規   
格   
値 

試  験  時  期 ・ 頻 度 摘       要 

試験成
績表等
による
確 認 

施

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

工

 

必

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

須

 

塩化物総量規
制 

「コンクリートの耐久
性向上対策」 

原則0.3
㎏／㎥
以下 

コンクリートの打設が午前と午後にまたが
る場合は、午前に１回コンクリート打設前
に行い、その試験結果が塩化物総量の
規制値の１／２以下の場合は、午後の試
験を省略することができる。（１試験の測
定回数は３回とする）試験の判定は３回の
測定値の平均値。 

・小規模工種で１工種当りの総
使用量が50㎥未満の場合は１工
種１回以上の試験、またはレディ
ーミクストコンクリート工場(JISマ
ーク表示認証工場)の品質証明
書等のみとすることができる。 
・骨材に海砂を使用する場合
は、「海砂の塩化物イオン含有
率試験方法」
（JSCE-C502-2018,503-2018）
または設計図書の規定により行
う。 
用心鉄筋等を有さない無筋構造
物の場合は省略できる。 
 
※小規模工種とは、以下の工種
を除く工種とする。（橋台、橋脚、
杭類（場所打杭、井筒基礎等）、
橋梁上部工（桁、床版、高欄
等）、擁壁工（高さ1.0m以上）、
函渠工、樋門、樋管、水門、水
路（内幅2.0m以上）、護岸、ダム
及び堰、トンネル、舗装、その他
これらに類する工種及び特記仕
様書で指定された工種） 

 

【省略】 

 

１ セメント・コンクリート（覆工コンクリート、吹付けコンクリートを除く） 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 
試 験 
方 法 

規   格   値 試  験  時  期 ・ 頻 度 摘       

施

 
 

 
 

 
 

 
 

 

工

 

必

 
 

 
 

 
 

 
 

 

須

 

コンクリートの圧縮強度 
試験 

JIS A 1108 １回の試験結果は指定した呼
び強度の85％以上であるこ
と。 
３回の試験結果の平均値は、
指定した呼び強度以上である
こと。（１回の試験結果は、３個
の供試体の試験値の平均値） 

・荷卸し時                       
 

1回／日または構造物の重要度と工事の規模
に応じて20～150㎥ごとに1回。なお、テストピー
スは打設場所で採取し、１回につき６個（σ7･･･
３個、σ28･･･３個）とする。 
・早強セメントを使用する場合には、必要に応じ
て1回につき３個（σ3）を追加採取する。 

小規模工種で1工種当りの総使用量が
未満の場合は1工種
レディーミクストコンクリート工場（
示認証工場）の品質証明書等のみとすること
ができる。 
コンクリートの強度は一般には材令
ける標準養生供試体の試験値で表すものと
する。 
 
※小規模工種とは、以下の工種を除く工種と
する。（橋台、橋脚、杭類（場所打杭、井筒基
礎等）、橋梁上部工（桁、床版、高欄等）、擁
壁工（高さ1.0m以上）、函渠工、樋門、樋管、
水門、水路（内幅
堰、トンネル、舗装、その他これらに類する工
種及び特記仕様書で指定された工種）

空気量測定 JIS A 1116 
JIS A 1118 
JIS A 1128 

±1.5％（許容差） 
 

荷卸し時 
1回／日または構造物の重要度と工事の規模
に応じて20～150㎥ごとに1回、および荷卸し時
に品質変化が認められた時。 

小規模工事で1工種当りの総使用量が
未満の場合は１工種１回以上の試験、または
レディーミクストコンクリート工場（
示認証工場）の品質証明書等のみとすること
ができる。 
 
※小規模工種とは、以下の工種を除く工種と
する。（橋台、橋脚、杭類（場所打杭、井筒基
礎等）、橋梁上部工（桁、床版、高欄等）、擁
壁工（高さ1.0m以上）、函渠工、樋門、樋管、
水門、水路（内幅
堰、トンネル、舗装、その他これらに類する工
種及び特記仕様書で指定された工種）

【省略】 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の追加 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－5－ 

７ 下 層 路 盤 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻

施
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
工
 

必
 

 
 
 

 
須
 

現場密度の測定 舗装調査・試験法便

覧 

[4]-256 

砂置換法(JIS A 

1214) 

 

車道部 最大乾燥密度の93％以上 

 Ｘ10 95％以上 

 Ｘ６ 96％以上 

 Ｘ３ 97％以上 

歩道部 最大乾燥密度の85％以上 

・締固め度は、個々の測定値が最大乾燥密度

の93%以上を満足するものとし、かつ平均値

について満足するものとする。 

1,000㎡につき１回の割合で行う。但し、施
工面積が3,000㎡以下のものは１工区（ロッ

ト）当たり３回として、Ｘ３の規格値を採用

する。             
3,000㎡を超えるものは、Ｘ３のロットを組

合み合わせる、若しくはＸ10とＸ３のロット

を組合み合わせた工区に分割し、それぞれの
ロットの回数の規格値を採用する。

同一工事における工区の分割は、工事監督員

との協議により決定する。 

・附帯工事（道路横断、取付道路等）

工時で施工面積が1,000㎡以下のものは１工

区（ロット）当たり１回として、Ｘ
値を採用する。 

プルーフローリング 舗装調査・試験法便

覧 

[4]-288 

 全幅、全区間で実施する。 

【省略】 

 

７ 下 層 路 盤 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻

施
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
工
 

必
 

 
 
 

 
須
 

現場密度の測定 舗装調査・試験法便

覧 

[4]-256 

砂置換法(JIS A 

1214) 

 

車道部 γdmaXの93％以上 

 Ｘ10 95％以上 

 Ｘ６ 96％以上 

 Ｘ３ 97％以上 

歩道部       85％以上 

・締固め度は、個々の測定値が最大乾燥密度

の93%以上を満足するものとし、かつ平均値

について満足するものとする。 

1,000㎡につき１回の割合で行う。但し、施
工面積が3,000㎡以下のものは１工区（ロッ

ト）当たり３回として、Ｘ３の規格値を採用

する。             
3,000㎡を超えるものは、Ｘ３のロットを組

合み合わせる、若しくはＸ10とＸ３のロット

を組合み合わせた工区に分割し、それぞれの
ロットの回数の規格値を採用する。

同一工事における工区の分割は、工事監督員

との協議により決定する。 

・附帯工事（道路横断、取付道路等）

工時で施工面積が1,000㎡以下のものは１工

区（ロット）当たり１回として、Ｘ
値を採用する。 

プルーフローリング 舗装調査・試験法便

覧 

[4]-288 

 全幅、全区間で実施する。 

【省略】 

 

 

 
 

表内、字句の追加及

び改正 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－6－ 

12 補 強 土 壁 工 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試験方法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻

材
 

 
 
 

 
 
 
料
 

必
 

 
 
須
 

土の締固め試験 

 

JIS A 1210 設計図書による。 当初及び土質の変化時 

外観検査(ストリップ、

鋼製壁面材、コンクリ

ート製壁面材等) 

補強土壁工法各設計・施

工マニュアルによる。 

補強土壁工法各設計・施工マニュアルによ

る。 

補強土壁工法各設計・施工マニュアル

による。 

コンクリート製壁面材

のコンクリート強度試

験 

補強土壁工法各設計・施

工マニュアルによる。 

補強土壁工法各設計・施工マニュアルによ

る。 

補強土壁工法各設計・施工マニュアル

による。 

そ 
の 

他 

土の粒度試験 補強土壁工法各設計・施

工マニュアルによる。 

補強土壁工法各設計・施工マニュアルによ

る。 

設計図書による。 

施
 

 
 
 

 
 
 
工
 

必
 

 
 
 

 
 
 
須
 

現場密度の測定 

 

 

 

 

 

 

 

最大粒径≦53㎜: 

JIS A 1214(砂置換法) 

最大粒径＞53㎜ 

舗装調査・試験法便覧 

[4]-256(突砂法) 

次の密度への締固め可能な範囲の含水比に

おいて、最大乾燥密度の95％以上（締固め試

験(JIS A1210)Ａ・Ｂ法)、もしくは、最大乾

燥密度の90％以上(締固め試験(JIS A1210)

Ｃ・Ｄ・Ｅ法)。 

 

 

 

 

または、設計図書による。 

500m3につき1回（1孔／回）の割合で行
う。但し、1,500m3未満の工事は

当たり3回（1孔／回）以上。 

 

 

【省略】 

 

14 吹  付  工 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻 度 

  砂の有機不純物試験 JIS A 1105 標準色より淡いこと。濃い場合で
も圧縮強度が90％以上の場合は使
用できる。 

工事開始前、工事中１回以上／12か月およ
び産地が変わった場合。 

濃い場合は、
タルの圧縮強度による試験方法」による。

有機不純物を含む細骨
材のモルタルの圧縮強
度による試験 

JIS A 1142 圧縮強度の90％以上 試料となる砂の上部における溶液の色が
標準色液の色より濃い場合。 

 

骨材中の粘土塊量の試
験 

JIS A 1137 細骨材：1.0％以下  
粗骨材：0.25％以下 

工事開始前、工事中１回／月以上および産
地が変わった場合。 

 

硫酸ナトリウムによる
骨材の安定性試験 

JIS A 1122 
JIS A 5005 

細骨材：10％以下 
粗骨材：12％以下 

砂、砂利：工事開始前、工事中1回以上／
12ヶ月以上および産地が変わった場合。 
砕砂、砕石：工事開始前、工事中1回以上
／12か月及び産地が変わった場合。 

寒冷地で凍結のおそれのある地点に適用する。

【省略】 

 

14 吹  付  工 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻 度 

材
 

 
 
 

 
料
 

そ
 

 
の
 

 
他
 

練混ぜ水の水質
試験 

上水道水及び上
水道水以外の水

の場合： 

JIS A 5308の付
属書Ｃ 

縣濁物質の量：2ｇ／L以下 

溶解性蒸発残留物の量：１ｇ／L以下 

塩化物イオン濃度：200mg／Lppm以下 

セメントの凝結時間の差：始発は30分以内、 
            終結は60分以内 

モルタルの圧縮強度比 ：材齢７及び28日で 

            90％以上 

工事開始前、工事中１回以上／12か
月および水質が変わった場合。 

上水道を使用している場合は、試験に
換え、上水道を使用していることを示

す資料により確認を行う。

回収水の場合： 

JIS A 5308の付

属書Ｃ 
 

塩化物イオン濃度：200mg／L以下 

セメントの凝結時間の差：始発は30分以内、 

            終結は60分以内 
モルタル圧縮の強度比 ：材齢７及び28日で 

            90％以上 

工事開始前、工事中１回以上／12か

月および水質が変わった場合。 

スラッジ水の濃度は１回／日 
 

ただし、その源水は上水道水及び上水

道水以外の水の規定に適合しなければ

ならない。

【省略】 

12 補 強 土 壁 工 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試験方法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 

材
 

 
 
 

 
 
 
料
 

必
 

 
 
須
 

土の締固め試験 

 

JIS A 1210 設計図書による。 当初及び土質の変化時 

外観検査(ストリップ、

鋼製壁面材、コンクリ

ート製壁面材等) 

補強土壁工法各設計・施工

マニュアルによる。 

補強土壁工法各設計・施工マニュアルによ

る。 

補強土壁工法各設計・施工マニュアル

による。 

コンクリート製壁面材

のコンクリート強度試

験 

補強土壁工法各設計・施工

マニュアルによる。 

補強土壁工法各設計・施工マニュアルによ

る。 

補強土壁工法各設計・施工マニュアル

による。 

そ 
の 

他 

土の粒度試験 補強土壁工法各設計・施工

マニュアルによる。 

補強土壁工法各設計・施工マニュアルによ

る。 

設計図書による。 

施
 

 
 
 

 
 
 
工
 

必
 

 
 
 

 
 
 
須
 

現場密度の測定 

 

 

 

 

 

 

 

最大粒径≦53㎜: 

JIS A 1214(砂置換法) 

最大粒径＞53㎜ 

舗装調査・試験法便覧 

[4]-256(突砂法) 

次の密度への締固め可能な範囲の含水比に

おいて、最大乾燥密度の95％以上（締固め試

験(JIS A1210)Ａ・Ｂ法)、もしくは、最大乾

燥密度の90％以上(締固め試験(JIS A1210)

Ｃ・Ｄ・Ｅ法)。ただし、JIS A1210Ｃ・Ｄ・
Ｅ法での管理は、標準よりも転圧方法（例え

ば、標準よりも転圧力の大きな機械を使用す
る場合や1層あたりの仕上がり厚を薄くする

場合）に適用する。 

または、設計図書による。 

500m3につき1回（1孔／回）の割合で
行う。但し、1,500m3未満の工事は

工事当たり3回（1孔／回）以上。

 

 

【省略】 

 

14 吹  付  工 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻 度 

材
 

 
 
 

 
料
 

そ
 

 
の
 

 
他
 

砂の有機不純物試験 JIS A 1105 標準色より淡いこと。濃い場合で
も圧縮強度が90％以上の場合は使
用できる。 

工事開始前、工事中１回／年以上およ
び産地が変わった場合。 

濃い場合は、
の圧縮強度による試験方法」による。

有機不純物を含む細骨
材のモルタルの圧縮強
度による試験 

JIS A 1142 圧縮強度の90％以上 試料となる砂の上部における溶液の
色が標準色液の色より濃い場合。 

 

骨材中の粘土塊量の試
験 

JIS A 1137 細骨材：1.0％以下  
粗骨材：0.25％以下 

工事開始前、工事中１回／月以上およ
び産地が変わった場合。 

 

硫酸ナトリウムによる
骨材の安定性試験 

JIS A 1122 
JIS A 5005 

細骨材：10％以下 
粗骨材：12％以下 

砂、砂利：工事開始前、工事中1回／6
ヶ月以上および産地が変わった場合。 
砕砂、砕石：工事開始前、工事中1回
／年以上及び産地が変わった場合。 

寒冷地で凍結のおそれのある地点に適用する。

【省略】 

 

14 吹  付  工 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻 度 

材
 

 
 
 

 
料
 

そ
 

 
の
 

 
他
 

練混ぜ水の水質
試験 

上水道水及び上
水道水以外の水

の場合： 

JIS A 5308の付
属書Ｃ 

縣濁物質の量：2ｇ／L以下 

溶解性蒸発残留物の量：１ｇ／L以下 

塩化物イオン濃度：200ppm以下 

セメントの凝結時間の差：始発は30分以内、 
            終結は60分以内 

モルタルの圧縮強度比 ：材齢７及び28日で 

            90％以上 

工事開始前、工事中１回／年以上お
よび水質が変わった場合。 

上水道を使用している場合は、試験に
換え、上水道を使用していることを示

す資料により確認を行う。

回収水の場合： 

JIS A 5308の付

属書Ｃ 
 

塩化物イオン濃度：200ppm以下 

セメントの凝結時間の差：始発は30分以内、 

            終結は60分以内 
モルタル圧縮の強度比 ：材齢７及び28日で 

            90％以上 

工事開始前、工事中１回／年以上お

よび水質が変わった場合。 

スラッジ水の濃度は１回／日 
 

ただし、その源水は上水道水及び上水

道水以外の水の規定に適合しなければ

ならない。

【省略】 

 

 
 

表内、字句の削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－7－ 

14 吹 付 工 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻 

施
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
工
 

必
 

 
須
 

コンクリートの圧縮強

度試験 

JIS A 1108 

土木学会基準 

JSCE-F 561－2023 

３本の強度の平均値が材令28日で設計強度

以上とする。 

吹付１日につき１回行う。 

なお、テストピースは現場に配置された型枠
に工事で使用するのと同じコンクリート（モ

ルタル）を吹付け、現場で28日養生し、直径

50㎜のコアを切取りキャッピングを行う。原
則として１回に３本とする。 

そ
 

 
の
 

 
他
 

塩化物総量規制 

 

 

 

「コンクリートの

耐久性向上対策」 

原則0.3㎏／㎥以下 

 

 

コンクリートの打設が午前と午後にまたが
る場合は、午前に１回コンクリート打設前に

行い、その試験結果が塩化物総量の規制値の

１／２以下の場合は、午後の試験を省略する
ことができる。（１試験の測定回数は３回と

する）試験の判定は３回の測定値の平均値。

スランプ試験 

（モルタル及びスラン

プ5㎝未満の場合を 
除く） 
 

JIS A 1101 スランプ5㎝以上8㎝未満：許容差±1.5㎝ 

スランプ8㎝以上18㎝未満：許容差±2.5㎝ 

荷卸し時 

１回／日または構造物の重要度と工事の規

模に応じて20～150㎥ごとに１回、及び荷卸
し時に品質の変化が認められたとき。

【省略】 

 

15 現場吹付法枠工 
種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻 度 摘      

材
 

 
 
 

 
 
料
 

そ
の
他
（

Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
が
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ

ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く
） 

砂の有機不純物試験 JIS A 1105 標準色より淡いこと。濃い場合
でも圧縮強度が90％以上の場
合は使用できる。 

工事開始前、工事中１回以上／12か
月および産地が変わった場合。 

濃い場合は、
「有機不純物を含む細
骨材のモルタルの圧縮
強度による試験方法」
による。 

有機不純物を含む細骨
材のモルタルの圧縮強
度による試験 

JIS A 1142 圧縮強度の90％以上 試料となる砂の上部における溶液の
色が標準色液の色より濃い場合。 

 

骨材中の粘土塊量の試
験 

JIS A 1137 細骨材：1.0％以下  
粗骨材：0.25％以下 

工事開始前、工事中１回／月以上お
よび産地が変わった場合。 

 

硫酸ナトリウムによる
骨材の安定性試験 

JIS A 1122 
JIS A 5005 

細骨材：10％以下 
粗骨材：12％以下 

砂、砂利：工事開始前、工事中1回以
上／12か月および産地が変わった場
合。 
砕砂、砕石：工事開始前、工事中1
回以上／12か月及び産地が変わった
場合。 

寒冷地で凍結のおそれ
のある地点に適用す
る。 

【省略】 

 

14 吹 付 工 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻

施
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
工
 

必
 

 
須
 

コンクリートの圧縮強

度試験 

JIS A 1108 

土木学会基準 

JSCE-F 561－2013 

３本の強度の平均値が材令28日で設計強度

以上とする。 

吹付１日につき１回行う。 

なお、テストピースは現場に配置された型枠
に工事で使用するのと同じコンクリート（モ

ルタル）を吹付け、現場で28日養生し、直径

50㎜のコアを切取りキャッピングを行う。原
則として１回に３本とする。 

そ
 

 
の
 

 
他
 

塩化物総量規制 

 

 

 

「コンクリートの

耐久性向上対策」 

原則0.3㎏／㎥以下 

 

 

コンクリートの打設が午前と午後にまたが
る場合は、午前に１回コンクリート打設前に

行い、その試験結果が塩化物総量の規制値の

１／２以下の場合は、午後の試験を省略する
ことができる。（１試験の測定回数は３回と

する）試験の判定は３回の測定値の平均値。

スランプ試験 

（モルタル      

 

除く） 

JIS A 1101 スランプ5㎝以上8㎝未満：許容差±1.5㎝ 

スランプ8㎝以上18㎝未満：許容差±2.5㎝ 

荷卸し時 

１回／日または構造物の重要度と工事の規

模に応じて20～150㎥ごとに１回、及び荷卸
し時に品質の変化が認められたとき。

【省略】 

 

15 現場吹付法枠工 
種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻 度 摘      

材
 

 
 
 

 
 
料
 

そ
の
他
（

Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
が
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ

ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く
） 

砂の有機不純物試験 JIS A 1105 標準色より淡いこと。濃い場合
でも圧縮強度が90％以上の場
合は使用できる。 

工事開始前、工事中１回／年以上お
よび産地が変わった場合。 

濃い場合は、
「有機不純物を含む細
骨材のモルタルの圧縮
強度による試験方法」
による。 

有機不純物を含む細骨
材のモルタルの圧縮強
度による試験 

JIS A 1142 圧縮強度の90％以上 試料となる砂の上部における溶液の
色が標準色液の色より濃い場合。 

 

骨材中の粘土塊量の試
験 

JIS A 1137 細骨材：1.0％以下  
粗骨材：0.25％以下 

工事開始前、工事中１回／月以上お
よび産地が変わった場合。 

 

硫酸ナトリウムによる
骨材の安定性試験 

JIS A 1122 
JIS A 5005 

細骨材：10％以下 
粗骨材：12％以下 

砂、砂利：工事開始前、工事中1回／
6ヶ月以上および産地が変わった場
合。 
砕砂、砕石：工事開始前、工事中1
回／年以上及び産地が変わった場
合。 

寒冷地で凍結のおそれ
のある地点に適用す
る。 

【省略】 

 

 

 
 

表内、字句の追加及

び改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表内、字句の改正 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
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15 現場吹付法枠工 
種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目  試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻 度 摘      

材
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
料
 

そ
の
他
（

Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
が
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ
ク

 

ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く
） 

練混ぜ水の水質試験 上水道水及び上水
道水以外の水の場
合： 
JIS A 5308の付属書
ＪＣ 

縣濁物質の量：2ｇ／L以下 
溶解性蒸発残留物の量：１ｇ／L
以下 
塩化物イオン濃度：200mg／L以下 
セメントの凝結時間の差：始発は
30分以内、終結は60分以内 
モルタルの圧縮強度比 ：材齢７
及び28日で90％以上 

工事開始前及び工事中１回以上／12
か月および水質が変わった場合。 

上水道を使用している場合は、
試験に換え、上水道を使用して
いることを示す資料により確
認を行う。

回収水の場合： 
JIS A 5308の付属書
ＪＣ 
 

塩化物イオン濃度：200mg／L以下 
セメントの凝結時間の差：始発は
30分以内終結は60分以内 
モルタル圧縮の強度比 ：材齢７
及び28日で90％以上 

工事開始前及び工事中1回以上／12
か月および水質が変わった場合。 
スラッジ水の濃度は１回／日 
 

ただし、その源水は上水道水及
び上水道水以外の水の規定に
適合しなければならない。

【省略】 

 

15 現場吹付法枠工 
種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目  試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻 度 

製       
造    
プ    
ラ    
ン   
ト 

そ  
の  
他 

ミキサの練混ぜ性能試
験 

バッチミキサの場
合： 
JIS A 1119 
JIS A 8603-1 
JIS A 8603-2 

コンクリートの練混ぜ量 

○公称容量の場合： 
 コンクリート内のモルタル量
の偏差率：0.8％以下 

 コンクリート内の粗骨材量の
偏差率：５％以下 

 圧縮強度の偏差率：7.5％以下 

 コンクリート内空気量の偏差
率：10％以下 
コンシステンシー（スランプ）

の偏差率：15％以下 
 

工事開始前、工事中１回以上／12か
月 

小規模工事で１工種当りの総使用量
が50㎥未満の場合は１工種１回以上
の試験、またはレディーミクストコ
ンクリート工場
工場)の品質証明書等のみとするこ
とができる。
 
※小規模工種とは、以下の工種を除
く工種とする。（橋台、橋脚、杭類
（場所打杭、井筒基礎等）、橋梁上
部工（桁、床版、高欄等）、擁壁工
（高さ1.0m
樋管、水門、水路（内幅
護岸、ダム及び堰、トンネル、舗装、
その他これらに類する工種及び特記
仕様書で指定された工種）

連続ミキサの場合： 
土木学会基準 
JSCE-I 502-2013 
 

 コンクリート中のモルタル単
位容積質量差：0.8％以下 
 コンクリート中の単位粗骨材
量の差：５％以下 
 圧縮強度差：7.5％以下 
 空気量差 ：１％以下 
 スランプ差：３㎝以下 

工事開始前、工事中１回以上／12か
月 

小規模工事で１工種当りの総使用量
が50㎥未満の場合は１工種１回以上
の試験、またはレディーミクストコ
ンクリート工場
工場)の品質証明書等のみとするこ
とができる。
 
※小規模工種とは、以下の工種を除
く工種とする。（橋台、橋脚、杭類
（場所打杭、井筒基礎等）、橋梁上
部工（桁、床版、高欄等）、擁壁工
（高さ1.0m
樋管、水門、水路（内幅
護岸、ダム及び堰、トンネル、舗装、
その他これらに類する工種及び特記
仕様書で指定された工種）

【省略】 

 

 

15 現場吹付法枠工 
種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目  試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻 度 摘      

材
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
料
 

そ
の
他
（

Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
が
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ
ク

 

ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く
） 

練混ぜ水の水質試験 上水道水及び上水
道水以外の水の場
合： 
JIS A 5308の付属書
ＪＣ 

縣濁物質の量：2ｇ／L以下 
溶解性蒸発残留物の量：１ｇ／L
以下 
塩化物イオン濃度：200ppm以下 
セメントの凝結時間の差：始発
は30分以内、終結は60分以内 
モルタルの圧縮強度比 ：材齢
７及び28日で90％以上 

工事開始前及び工事中１回／年以上
および水質が変わった場合。 

上水道を使用している場合は、
試験に換
いることを示す資料により確
認を行う。

回収水の場合： 
JIS A 5308の付属書
ＪＣ 
 

塩化物イオン濃度：200ppm以下 
セメントの凝結時間の差：始発
は30分以内終結は60分以内 
モルタル圧縮の強度比 ：材齢
７及び28日で90％以上 

工事開始前及び工事中1回／年以上
および水質が変わった場合。 
スラッジ水の濃度は１回／日 
 

ただし、その源水は上水道水及
び上水道水以外の水の規定に
適合しなければならない。

【省略】 

 

15 現場吹付法枠工 
種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目  試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻 度 

製       
造    
プ    
ラ    
ン   
ト 

そ  
の  
他 

ミキサの練混ぜ性能試
験 

バッチミキサの場
合： 
JIS A 1119 
JIS A 8603-1 
JIS A 8603-2 

コンクリートの練混ぜ量 

○公称容量の場合： 
 コンクリート内のモルタル量
の偏差率：0.8％以下 

 コンクリート内の粗骨材量の
偏差率：５％以下 

 圧縮強度の偏差率：7.5％以下 

 コンクリート内空気量の偏差
率：10％以下 
コンシステンシー（スランプ）

の偏差率：15％以下 
 

工事開始前、工事中１回／年以上 小規模工事で１工種当りの総使用量
が50㎥未満の場合は１工種１回以上
の試験、またはレディーミクストコ
ンクリート工場
工場)の品質証明書等のみとするこ
とができる。
 
※小規模工種とは、以下の工種を除
く工種とする。（橋台、橋脚、杭類
（場所打杭、井筒基礎等）、橋梁上
部工（桁、床版、高欄等）、擁壁工
（高さ1.0m
樋管、水門、水路（内幅
護岸、ダム及び堰、トンネル、舗装、
その他これらに類する工種及び特記
仕様書で指定された工種）

連続ミキサの場合： 
土木学会基準 
JSCE-I 502-2013 
 

 コンクリート中のモルタル単
位容積質量差：0.8％以下 
 コンクリート中の単位粗骨材
量の差：５％以下 
 圧縮強度差：7.5％以下 
 空気量差 ：１％以下 
 スランプ差：３㎝以下 

工事開始前、工事中１回／年以上 小規模工事で１工種当りの総使用量
が50㎥未満の場合は１工種１回以上
の試験、またはレディーミクストコ
ンクリート工場
工場)の品質証明書等のみとするこ
とができる。
 
※小規模工種とは、以下の工種を除
く工種とする。（橋台、橋脚、杭類
（場所打杭、井筒基礎等）、橋梁上
部工（桁、床版、高欄等）、擁壁工
（高さ1.0m
樋管、水門、
護岸、ダム及び堰、トンネル、舗装、
その他これらに類する工種及び特記
仕様書で指定された工種）

【省略】 

 

 

 

表内、字句の改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
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15 現場吹付法枠工 
種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 
試  験  時  期 ・ 

頻 度 
摘      

施
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
工
 

必
 

 
須
 

コンクリートの圧縮強

度試験 

 

JIS A 1107 

JIS A 1108 

土木学会基準 

JSCE-F 561-2023 

設計図書による。 １回６本 吹付１日につ

き１回行う。 

なお、テストピースは現場

に配置された型枠に工事

で使用するのと同じコン

クリート（モルタル）を吹

付け、現場で７日間、およ

び28日間放置後、φ５㎝の

コアを切り取りキャッピ

ングを行う。１回に６本

（σ７…３本、σ28…３

本）とする。 

参考値：18Ｎ／㎟以上（材令

小規模工事で１工種当りの総使用量
が50㎥未満の場合は１工種１回以上

の試験、またはレディーミクストコ

ンクリート工場(JIS
工場)の品質証明書等のみとするこ

とができる。 

 
※小規模工種については、ミキサの

練混ぜ性能試験の項目を参照

そ
 

 
 
 

 
の
 

 
 
 

 
他
 

スランプ試験（モルタ

ル及びスランプ5㎝未

満の場合を除く） 
 

JIS A 1101 スランプ5㎝以上8㎝未満 ：許

容差±1.5㎝ 

スランプ8㎝以上18㎝未満 ：許

容差±2.5㎝ 

荷卸し時 

１回／日以上または構造
物の重要度と工事の規模

に応じて20～150㎥ごとに

１回、及び荷卸し時に品質

の変化が認められたとき。 

小規模工事で１工種当りの総使用量

が50㎥未満の場合は１工種１回以上

の試験、またはレディーミクストコ
ンクリート工場(JIS

工場)の品質証明書等のみとするこ

とができる。 

 

※小規模工種については、ミキサの

練混ぜ性能試験の項目を参照

塩化物総量規制 「コンクリートの
耐久性向上対策」 

原則0.3㎏／㎥以下 コンクリートの打設が午
前と午後にまたがる場合
は、午前に１回コンクリー

ト打設前に行い、その試験
結果が塩化物総量の規制
値の１/２以下の場合は、

午後の試験を省略するこ
とができる。（１試験の測
定回数は３回とする）試験

の判定は３回の測定値の
平均値。 

小規模工事で１工種当りの総使用量
が50㎥未満の場合は１工種１回以上

の試験、またはレディーミクストコ

ンクリート工場(JIS
工場)の品質証明書等のみとするこ

とができる。 

 
※小規模工種については、ミキサの

練混ぜ性能試験の項目を参照

空気量測定 JIS A 1116 

JIS A 1118 
JIS A 1128 

±1.5％（許容差） 荷卸し時 

１回／日以上または構造

物の重要度と工事の規模
に応じて20～150㎥ごとに

１回、及び荷卸し時に品質
の変化が認められたとき。 

小規模工事で１工種当りの総使用量

が50㎥未満の場合は１工種１回以上
の試験、またはレディーミクストコ
ンクリート工場(JIS

工場)の品質証明書等のみとするこ
とができる。 
 

※小規模工種については、ミキサの
練混ぜ性能試験の項目を参照

【省略】 

 

20 ポステンＰＣ桁 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 

施  工  管  理  基  準 

摘  要 

試験
成績
表等
によ
る確
認 

試験時期（測定）

頻度 
管 理 方 法 

セ
メ
ン
ト
 

必
 

 
須
 

セメントの物理
的性質の測定 

JIS R 5201 
セメントの物理

的試験方法 

JIS R5201 
ポルトランドセメントによ

る。 

セメント製造会社

の試験成績表によ

る。 

  

○ セメントの化学

的性質の測定 

JIS R 5202 

ポルトランドセ

メントの化学分
析試験方法 

【省略】 

 

15 現場吹付法枠工 
種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 
試  験  時  期 ・ 

頻 度 
摘      

施
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
工
 

必
 

 
須
 

コンクリートの圧縮強

度試験 

 

JIS A 1107 

JIS A 1108 

土木学会基準 

JSCE-F 561-2013 

設計図書による。 １回６本 吹付１日につ

き１回行う。 

なお、テストピースは現場

に配置された型枠に工事

で使用するのと同じコン

クリート（モルタル）を吹

付け、現場で７日間、およ

び28日間放置後、φ５㎝の

コアを切り取りキャッピ

ングを行う。１回に６本

（σ７…３本、σ28…３

本）とする。 

参考値：18Ｎ／㎟以上（材令

小規模工事で１工種当りの総使用量
が50㎥未満の場合は１工種１回以上

の試験、またはレディーミクストコ

ンクリート工場(JIS
工場)の品質証明書等のみとするこ

とができる。 

 
※小規模工種については、ミキサの

練混ぜ性能試験の項目を参照

そ
 

 
 
 

 
の
 

 
 
 

 
他
 

スランプ試験（モルタ

ル          

     除く） 

 

JIS A 1101 スランプ5㎝以上8㎝未満 ：許

容差±1.5㎝ 

スランプ8㎝以上18㎝未満 ：許

容差±2.5㎝ 

荷卸し時 

１回／日  または構造
物の重要度と工事の規模

に応じて20～150㎥ごとに

１回、及び荷卸し時に品質

の変化が認められたとき。 

小規模工事で１工種当りの総使用量

が50㎥未満の場合は１工種１回以上

の試験、またはレディーミクストコ
ンクリート工場(JIS

工場)の品質証明書等のみとするこ

とができる。 

 

※小規模工種については、ミキサの

練混ぜ性能試験の項目を参照

塩化物総量規制 「コンクリートの
耐久性向上対策」 

原則0.3㎏／㎥以下 コンクリートの打設が午
前と午後にまたがる場合
は、午前に１回コンクリー

ト打設前に行い、その試験
結果が塩化物総量の規制
値の１/２以下の場合は、

午後の試験を省略するこ
とができる。（１試験の測
定回数は３回とする）試験

の判定は３回の測定値の
平均値。 

小規模工事で１工種当りの総使用量
が50㎥未満の場合は１工種１回以上

の試験、またはレディーミクストコ

ンクリート工場(JIS
工場)の品質証明書等のみとするこ

とができる。 

 
※小規模工種については、ミキサの

練混ぜ性能試験の項目を参照

空気量測定 JIS A 1116 

JIS A 1118 
JIS A 1128 

±1.5％（許容差） 荷卸し時 

１回／日  または構造

物の重要度と工事の規模
に応じて20～150㎥ごとに

１回、及び荷卸し時に品質
の変化が認められたとき。 

小規模工事で１工種当りの総使用量

が50㎥未満の場合は１工種１回以上
の試験、またはレディーミクストコ
ンクリート工場(JIS

工場)の品質証明書等のみとするこ
とができる。 
 

※小規模工種については、ミキサの
練混ぜ性能試験の項目を参照

【省略】 

 

20 ポステンＰＣ桁 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 

施  工  管  理  基  準 

摘  要 

試験
成績
表等
によ
る確
認 

試験時期（測定）

頻度 
管 理 方 法 

セ
メ
ン
ト
 

必
 

 
須
 

セメントの物理
的性質の測定 

JIS R 5201 
セメントの物理

的試験方法 

JIS R5201 
ポルトランドセメントによ

る。 

セメント製造会社

の試験成績表によ

る。 

  

  セメントの化学

的性質の測定 

JIS R 5202 

ポルトランドセ

メントの化学分
析試験方法 

【省略】 

 

 

 

表内、字句の追加及

び改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の追加 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－10－ 

31 プレキャストコンクリート製品（その他） 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 
目 

試 験 方 法 規  格  値 
試  験  時  
期 ・ 頻 度 

摘     要 

試験成
績表等
による
確 認

材
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
料
 

そ
の
他
（
Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く
）
 

骨材の密度及

び吸水率試験 

JIS A 1109 

JIS A 1110 

JIS A 5005 

JIS A 5011-1～5 

JIS A 5021 

JIS A 5364 

JIS A 5308 

１回／月以上およ

び産地が変わった

場合。 

JIS A 5005（ｺﾝｸﾘｰﾄ用砕石及び砕砂） 

JIS A 5011-1（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材－

第1部：高炉スラグ骨材） 

JIS A 5011-2（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材－

第2部：ﾌｪﾛﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ細骨材） 

JIS A 5011-3（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材－

第3部：銅ｽﾗｸﾞ細骨材） 

JIS A 5011-4（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材－

第4部：電気炉酸化ｽﾗｸﾞ細骨材） 
JIS A 5011-5（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材－

第5部：石炭ｶﾞｽ化ｽﾗｸﾞ骨材） 

JIS A 5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H） 

製造工場が発行する「骨材試験成績

書」による確認。製造工場は製造期

間中の品質管理データをとりまと

め、常時閲覧できるようにしておく

こと。 

○

粗骨材のすり

へり試験 

JIS A 1121 

JIS A 5005 

JIS A 5364 

JIS A 5308 

１回以上／12か月
および産地が変わ

った場合。 

製造工場が発行する「骨材試験成績

書」による確認。製造工場は製造期

間中の品質管理データをとりまと
め、常時閲覧できるようにしておく
こと。 

○

骨材の微粒分
量試験 

JIS A 1103 
JIS A 5005 

粗骨材： 
砕石 3.0％以下（ただし、粒形

判定実績率が58％以上の場合
は5.0％以下） 
スラグ粗骨材 5.0％以下 

それ以外（砂利等） 1.0％以下 
細骨材：砕砂 9.0％以下（ただ
し、すりへり作用を受 

ける場合は5.0％以下） 
スラグ細骨材 7.0％以下（ただ
し、すりへり作用を受ける場合

は5.0％以下） 
それ以外（砂等） 5.0％以下（た
だし、すりへり作用を受ける場

合は3.0％以下） 

工事開始前、工事
中１回／月以上お

よび産地が変わっ
た場合。 
（山砂の場合は、

１回／週以上） 

製造工場が発行する「骨材試験成績
書」による確認。製造工場は製造期

間中の品質管理データをとりまと
め、常時閲覧できるようにしておく
こと。 

○

砂の有機不純
物試験 

JIS A 1105 標準色より淡いこと。濃い場合
でも圧縮強度が90%以上の場合

は使用できる。 

１回以上／12か月

および産地が変わ

った場合。 

濃い場合は、JIS A 1142 
「有機不純物を含む細骨材のﾓﾙﾀﾙ圧

縮強度による試験方法」による。 

製造工場が発行する「骨材試験成績
書」による確認。製造工場は製造期

間中の品質管理データをとりまと

め、常時閲覧できるようにしておく

こと。 

○

【省略】 

 

31 プレキャストコンクリート製品（その他） 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 
目 

試 験 方 法 規  格  値 
試  験  時  
期 ・ 頻 度 

摘     要 

試験成
績表等
による
確 認

材
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
料
 

そ
の
他
（
Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く
）
 

骨材の密度及

び吸水率試験 

JIS A 1109 

JIS A 1110 

JIS A 5005 

JIS A 5011-1～5 

JIS A 5021 

JIS A 5364 

JIS A 5308 

１回／月以上およ

び産地が変わった

場合。 

JIS A 5005（ｺﾝｸﾘｰﾄ用砕石及び砕砂） 

JIS A 5011-1（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材－

第1部：高炉スラグ骨材） 

JIS A 5011-2（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材－

第2部：ﾌｪﾛﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ細骨材） 

JIS A 5011-3（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材－

第3部：銅ｽﾗｸﾞ細骨材） 

JIS A 5011-4（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材－

第4部：電気炉酸化ｽﾗｸﾞ   ） 
JIS A 5011-5（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材－

第5部：石炭ｶﾞｽ化ｽﾗｸﾞ骨材） 

JIS A 5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H） 

製造工場が発行する「骨材試験成績

書」による確認。製造工場は製造期

間中の品質管理データをとりまと

め、常時閲覧できるようにしておく

こと。 

○

粗骨材のすり

へり試験 

JIS A 1121 

JIS A 5005 

JIS A 5364 

JIS A 5308 

１回／年以上およ
び産地が変わった

場合。 

製造工場が発行する「骨材試験成績

書」による確認。製造工場は製造期

間中の品質管理データをとりまと
め、常時閲覧できるようにしておく
こと。 

○

骨材の微粒分
量試験 

JIS A 1103 
JIS A 5005 

粗骨材： 
砕石 3.0％以下（ただし、粒形

判定実績率が58％以上の場合
は5.0％以下） 
スラグ粗骨材 5.0％以下 

それ以外（砂利等） 1.0％以下 
細骨材：砕砂 9.0％以下（ただ
し、すりへり作用を受 

ける場合は5.0％以下） 
スラグ細骨材 7.0％以下（ただ
し、すりへり作用を受ける場合

は5.0％以下） 
それ以外（砂等） 5.0％以下（た
だし、すりへり作用を受ける場

合は3.0％以下） 

工事開始前、工事
中１回／月以上お

よび産地が変わっ
た場合。 
（山砂の場合は、

１回／週以上） 

製造工場が発行する「骨材試験成績
書」による確認。製造工場は製造期

間中の品質管理データをとりまと
め、常時閲覧できるようにしておく
こと。 

○

砂の有機不純
物試験 

JIS A 1105 標準色より淡いこと。濃い場合
でも圧縮強度が90%以上の場合

は使用できる。 

１回／年以上およ

び産地が変わった

場合。 

濃い場合は、JIS A 1142 
「有機不純物を含む細骨材のﾓﾙﾀﾙ圧

縮強度による試験方法」による。 

製造工場が発行する「骨材試験成績
書」による確認。製造工場は製造期

間中の品質管理データをとりまと

め、常時閲覧できるようにしておく

こと。 

○

【省略】 

 

 

 

 

表内、字句の追加及

び改正 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－11－ 

31 プレキャストコンクリート製品（その他） 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻 度 

材
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
料
 

そ
の
他
（
Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は

除
く
）
 

骨材中の粘土塊

量の試験 

JIS A 1137 細骨材：1.0%以下 

粗骨材：0.25%以下 

1回／月以上及び産地が変わった場合。 製造工場が発行する「骨材試験成績書」

による確認。製造工場は製造期間中の品
質管理データをとりまとめ、常時閲覧で

きるようにしておくこと。

硫酸ナトリウム

による骨材の安

定性試験 

JIS A 1122 

JIS A 5005 

細骨材：10%以下 

粗骨材：12%以下 

砂、砂利：製作開始前、1回以上／12か月
及び産地が変わった場合。 

砕砂、砕石：製作開始前、1回以上／12か

月及び産地が変わった場合。 

製造工場が発行する「骨材試験成績書」

による確認。製造工場は製造期間中の品
質管理データをとりまとめ、常時閲覧で

きるようにしておくこと。

セメントの物理

試験 

JIS R 5201 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 

JIS R 5211（高炉セメント） 

JIS R 5212（シリカセメント） 

JIS R 5213（フライアッシュセメント） 

JIS R 5214（エコセメント） 

1回／月以上 試験成績書に添付されているメーカー

のミルシートによる確認。

セメントの化学

分析 

JIS R 5202 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 

JIS R 5211（高炉セメント） 

JIS R 5212（シリカセメント） 

JIS R 5213（フライアッシュセメント） 

JIS R 5214（エコセメント） 

1回／月以上 試験成績書に添付されているメーカー
のミルシートによる確認。

コンクリート用

混和材・化学混和

剤 

JIS A 6201 

JIS A 6202 

JIS A 6204 
JIS A 6206 
JIS A 6207 

JIS A 6201（フライアッシュ） 

JIS A 6202（膨張材） 

JIS A 6204（化学混和剤） 
JIS A 6206（高炉スラグ微粉末) 
JIS A 6207(シリカフューム） 

1回／月以上 

ただし、JIS A 6202（膨張材）は1回/月以

上、JIS A 6204（化学混和剤）は1回/6ヶ
月以上 

製造工場が発行する試験成績書に添付

されているメーカーのミルシートによ

る確認。

練混ぜ水の水質
試験 

上水道水及び上
水道水以外の水
の場合：JIS A 

5308付属書JC 

懸濁物質の量：2g／L以下 
溶解性蒸発残留物の量： 1g/L以下 
塩化物イオン量：200mg／L以下 

セメントの凝結時間の差：始発は30分以
内、終結は60分以内 
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び28日で

90%以上 

工事開始前及び工事中1回/年以上及び水

質が変わった場合 
上水道を使用してる場合は試験に換え、
上水道を使用してることを示す資料に
よる確認を行う。

製造工場は製造期間中の品質管理デー
タをとりまとめ、常時閲覧できるように
しておくこと。

【省略】 

 

31 プレキャストコンクリート製品（その他） 

種
別 
試験 
区分 

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試  験  時  期 ・ 頻 度 

材
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
料
 

そ
の
他
（
Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は

除
く
）
 

骨材中の粘土塊

量の試験 

JIS A 1137 細骨材：1.0%以下 

粗骨材：0.25%以下 

1回／月以上及び産地が変わった場合。 製造工場が発行する「骨材試験成績書」

による確認。製造工場は製造期間中の品
質管理データをとりまとめ、常時閲覧で

きるようにしておくこと。

硫酸ナトリウム

による骨材の安

定性試験 

JIS A 1122 

JIS A 5005 

細骨材：10%以下 

粗骨材：12%以下 

砂、砂利：製作開始前、1回／6ヶ月以上及
び産地が変わった場合。 

砕砂、砕石：製作開始前、1回／年以上及

び産地が変わった場合。 

製造工場が発行する「骨材試験成績書」

による確認。製造工場は製造期間中の品
質管理データをとりまとめ、常時閲覧で

きるようにしておくこと。

セメントの物理

試験 

JIS R 5201 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 

JIS R 5211（高炉セメント） 

JIS R 5212（シリカセメント） 

JIS R 5213（フライアッシュセメント） 

JIS R 5214（エコセメント） 

1回／月以上 試験成績書に添付されているメーカー

のミルシートによる確認。

セメントの化学

分析 

JIS R 5202 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 

JIS R 5211（高炉セメント） 

JIS R 5212（シリカセメント） 

JIS R 5213（フライアッシュセメント） 

JIS R 5214（エコセメント） 

1回／月以上 試験成績書に添付されているメーカー
のミルシートによる確認。

コンクリート用

混和材・化学混和

剤 

JIS A 6201 

JIS A 6202 

JIS A 6204 
JIS A 6206 
JIS A 6207 

JIS A 6201（フライアッシュ） 

JIS A 6202（膨張材） 

JIS A 6204（化学混和剤） 
JIS A 6206（高炉スラグ微粉末) 
JIS A 6207(シリカフューム） 

1回／月以上 

ただし、JIS A 6202（膨張材）は1回/月以

上、JIS A 6204（化学混和剤）は1回/6ヶ
月以上 

製造工場が発行する試験成績書に添付

されているメーカーのミルシートによ

る確認。

練混ぜ水の水質
試験 

上水道水及び上
水道水以外の水
の場合：JIS A 

5308付属書JC 

懸濁物質の量：2g／L以下 
溶解性蒸発残留物の量： 1g/L以下 
塩化物イオン量：200ppm以下 

セメントの凝結時間の差：始発は30分以
内、終結は60分以内 
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び28日で

90%以上 

          1回/年以上及び水

質が変わった場合 
上水道を使用してる場合は試験に換え、
上水道を使用してることを示す資料に
よる確認を行う。

製造工場は製造期間中の品質管理デー
タをとりまとめ、常時閲覧できるように
しておくこと。

【省略】 

 

 

 
 

表内、字句の追加及

び改正 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新 旧 対 照 表 

 

Ⅴ 施工管理記録様式 
 

 
  



 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

様 式(1) 

【省略】 

 

様 式(５－１) 

Ｘ－Ｒ管理データシート 

 

名   称  
期 間 

自 年  月  日 

 

品 質 特 性  測 定 単 位  至 年  月  日 

規 格 

限 界 

最 大  
試料 

大 き さ 
 測 定 者  

最 小  間  隔 
  

 
測点また 

は月日 

試
験 
番
号 

測  定  値 
計 

Σｘ 

平均 

値 

ｘ  

範 囲 Ｒ 項目 Ｘ  Ｒ  

 

ｘ１ ｘ２ ｘ３ ｘ４ ｘ５ 

  １         
 

  ２         

  ３         平 均   

  ４         個 数   

  ５         小 計   

           累 計   

  ６         
 

  ７         

  ８         平 均   

  ９         個 数   

  10         小 計   

           累 計   

  11         

 

  12         

  13         

  14         

  15         

  16         

  17         

  18         平 均   

  19         個 数   

  20         小 計   

           累 計   

記 

 

 

事 

 

 

ｎ ｄ２ Ａ２ Ｄ４ 

２ 1.13 1.88 3.27 

３ 1.69 1.02 2.57 

４ 2.06 0.73 2.28 

５ 2.33 0.58 2.11 
 

〔注〕１．品質特性、測定単位は、施工管理基準により記入する。 

   ２．規格限界、設計基準値は施工管理基準、設計図書、仕様書に定められた値を記入する。 

   ３．管理限界線の引直しは５＋５＋10＋20＋20方式による。 

〔備考〕    管理限界線計算のための区間を示す。 

        上記の管理限界を適用する区間を示す。 

   ４．21組～40組までは別に新しいデータシートに記入する。以下20組毎に同様とする。 

【省略】 

様 式(1) 

【省略】 

 

様 式(５－１) 

Ｘ－Ｒ管理データシート 

 

名   称  
期 間 

自 年  月  日 

 

品 質 特 性  測 定 単 位  至 年  月  日 

規 格 

限 界 

最 大  
試料 

大 き さ 
 測 定 者  

最 小  間  隔 
  

 
測点また 

は月日 

試
験 
番
号 

測  定  値 
計 

Σｘ 

平均 

値 

ｘ  

範 囲 Ｒ 項目 Ｘ  Ｒ  

 

ｘ１ ｘ２ ｘ３ ｘ４ ｘ５ 

  １         
 

  ２         

  ３         平 均   

  ４         個 数   

  ５         小 計   

           累 計   

  ６         
 

  ７         

  ８         平 均   

  ９         個 数   

  10         小 計   

           累 計   

  11         

 

  12         

  13         

  14         

  15         

  16         

  17         

  18         平 均   

  19         個 数   

  20         小 計   

           累 計   

記 

 

 

事 

 

 

ｎ ｄ２ 
 

Ｄ４ 

２ 1.13 
 

3.27 

３ 1.69 
 

2.57 

４ 2.06 
 

2.28 

５ 2.33 
 

2.11 
 

〔注〕１．品質特性、測定単位は、施工管理基準により記入する。 

   ２．規格限界、設計基準値は施工管理基準、設計図書、仕様書に定められた値を記入する。 

   ３．管理限界線の引直しは５＋５＋10＋20＋20方式による。 

〔備考〕    管理限界線計算のための区間を示す。 

        上記の管理限界を適用する区間を示す。 

   ４．21組～40組までは別に新しいデータシートに記入する。以下20組毎に同様とする。 

【省略】 

 

 

表内、字句及び数値

の追加 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－2－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

表内、字句の改正 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－3－ 

様式（59） 

起伏修正工(Ⅰ)における不陸均しの測定基準 

(１) 施工ほ場に対しほぼ１/４に相当する検査区域を設ける。 
(２) 検査区域のほぼ中央部に点Ｙをとり、そのＹを通って直角に交わるＡＢ及びＣＤを設定する。 
(３) ＡＹ、ＢＹ、ＣＹ、ＤＹ各測定線の延長の１/４以上（最低 20ｍ）の長さの測定区間を測定線の

ほぼ中央に設定して、その区間を１ｍ区間で水準測量する。 
 

        （例） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測定例 ＡＹ＝100ｍ→測定    ＝25ｍ 
    ＣＹ＝ 40ｍ→測定    ＝20ｍ 

【省略】 

様式（59） 

起伏修正工(Ⅰ)における不陸均しの測定基準 

(１) 施工ほ場ごとにほぼ１/４に相当する検査区域を設ける。 
(２) 検査区域のほぼ中央部に点Ｙをとり、そのＹを通って直角に交わるＡＢ及びＣＤを設定する。 
(３) ＡＹ、ＢＹ、ＣＹ、ＤＹ各測定線の延長の１/４以上（最低 20ｍ）の長さの測定区間を測定線の

ほぼ中央に設定して、その区間を１ｍ区間で水準測量する。 
 

        （例） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測定例 ＡＹ＝100ｍ→測定    ＝25ｍ 
    ＣＹ＝ 40ｍ→測定    ＝20ｍ 

【省略】 

 

 

字句の改正 

 

Ｃ 

Ａ 

Ｄ 

Ｂ 
Ｙ 

検査区域 

不陸均し施工ほ場 

測定区間→ 
 ↓ 

    ↑ 
←測定区間 

Ｃ 

Ａ 

Ｄ 

Ｂ 
Ｙ 

検査区域 

不陸均し施工ほ場 

測定区間→ 
 ↓ 

    ↑ 
←測定区間 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新 旧 対 照 表 

 

Ⅵ 『参  考』 
 

 
  



 



施工管理基準  新旧対照表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

別件第３号様式 

施工体系図（作成例）  
発 注 者 名  

 工期 
自 年   月   日 

工 事 名 称  至 年   月   日 

 

元請名・事業者 ID    

 

工
事
 

会社名・事業者 ID  

 

工
事
 

会社名・事業者 ID  

 

監 督 員 名    代 表 者 名  代 表 者 名  

監 理 技 術 者 名 
主 任 技 術 者 名 

  
 

許 可 番 号  許 可 番 号  

監理技術者補佐名   

 

一般 / 特定の別 一般  /  特定 一般 / 特定の別 一般  /  特定 

専 門 技 術 者 名 
 

  安全衛生責任者  安 全衛生責任者  

 担当工事内容    主 任 技 術 者  主 任 技 術 者  

専 門 技 術 者 名   元方安全衛生管理者   
特定専門工事 
の該当 有 ・ 無  

特定専門工事 
の該当 有 ・ 無 

担当工事内容      専 門 技 術 者  専 門 技 術 者  

      
担当工事 
内  容 

  
担当工事 
内  容 

 

会     長 
統括安全衛生管理者    工期 年  月  日 ～  年  月  日 工期 年  月  日 ～  年  月  日 

  

          

 

工
事
 

会社名・事業者 ID  

 

工
事
 

会社名・事業者 ID  

 

    代 表 者 名  代 表 者 名  

副  会  長 

   許 可 番 号  許 可 番 号  

   

 

一般 / 特定の別 一般  /  特定 一般 / 特定の別 一般  /  特定 

    安全衛生責任者  安 全衛生責任者  

     主 任 技 術 者  主 任 技 術 者  

      
特定専門工事 
の該当 有 ・ 無  

特定専門工事 
の該当 有 ・ 無 

      専 門 技 術 者  専 門 技 術 者  

      
担当工事 
内  容 

  
担当工事 
内  容 

  

     工期   年  月  日  ～  年  月  日 工期 年  月  日 ～  年  月  日  

          

    

 

工
事
 

会社名・事業者 ID  

 

工
事
 

会社名・事業者 ID  

    代 表 者 名  代 表 者 名  

 

   許 可 番 号  許 可 番 号  

   

 

一般 / 特定の別 一般  /  特定 一般 / 特定の別 一般  /  特定 

    安全衛生責任者  安 全衛生責任者  

     主 任 技 術 者  主 任 技 術 者  

      
特定専門工事 
の該当 有 ・ 無  

特定専門工事 
の該当 有 ・ 無 

     専 門 技 術 者  専 門 技 術 者  

      
担当工事 
内  容 

  
担当工事 
内  容 

 

     工期   年  月  日  ～  年  月  日 工期 年  月  日 ～  年  月  日 

          

    

 

工
事
  

会社名・事業者 ID  

 

工
事
  

会社名・事業者 ID  

    代 表 者 名  代 表 者 名  

 

   許 可 番 号  許 可 番 号  

   

 

一般 / 特定の別 一般  /  特定 一般 / 特定の別 一般  /  特定 

    安全衛生責任者  安 全衛生責任者  

     主 任 技 術 者  主 任 技 術 者  

      
特定専門工事 
の該当 有 ・ 無  

特定専門工事 
の該当 有 ・ 無 

      専 門 技 術 者  専 門 技 術 者  

      担当工事 
内  容 

  担当工事 
内  容 

 

     工期   年  月  日  ～  年  月  日 工期 年  月  日 ～  年  月  日 

【省略】 

別件第３号様式 

施工体系図（作成例）  
発 注 者 名  

 工期 
自 年   月   日 

工 事 名 称  至 年   月   日 

 

元請名・事業者 ID    

 

工
事
 

会社名・事業者 ID  

 

工
事
 

会社名・事業者 ID  

 

監 督 員 名    代 表 者 名  代 表 者 名  

監 理 技 術 者 名 
主 任 技 術 者 名 

  
 

許 可 番 号  許 可 番 号  

監理技術者補佐名   

 

一般 / 特定の別 一般  /  特定 一般 / 特定の別 一般  /  特定 

専 門 技 術 者 名 
 

  安全衛生責任者  安 全衛生責任者  

 担当工事内容    主 任 技 術 者  主 任 技 術 者  

専 門 技 術 者 名   元方安全衛生管理者   
特定専門工事 
の該当 有 ・ 無  

特定専門工事 
の該当 有 ・ 無 

担当工事内容      専 門 技 術 者  専 門 技 術 者  

      
担当工事 
内  容 

  
担当工事 
内  容 

 

会     長 
統括安全衛生管理者    工期 年  月  日 ～  年  月  日 工期 年  月  日 ～  年  月  日 

  

   書    記 

 

工
事
 

会社名・事業者 ID  

 

工
事
 

会社名・事業者 ID  

 

    代 表 者 名  代 表 者 名  

副  会  長 

   許 可 番 号  許 可 番 号  

   

 

一般 / 特定の別 一般  /  特定 一般 / 特定の別 一般  /  特定 

    安全衛生責任者  安 全衛生責任者  

     主 任 技 術 者  主 任 技 術 者  

      
特定専門工事 
の該当 有 ・ 無  

特定専門工事 
の該当 有 ・ 無 

      専 門 技 術 者  専 門 技 術 者  

      
担当工事 
内  容 

  
担当工事 
内  容 

  

     工期   年  月  日  ～  年  月  日 工期 年  月  日 ～  年  月  日  

          

    

 

工
事
 

会社名・事業者 ID  

 

工
事
 

会社名・事業者 ID  

    代 表 者 名  代 表 者 名  

 

   許 可 番 号  許 可 番 号  

   

 

一般 / 特定の別 一般  /  特定 一般 / 特定の別 一般  /  特定 

    安全衛生責任者  安 全衛生責任者  

     主 任 技 術 者  主 任 技 術 者  

      
特定専門工事 
の該当 有 ・ 無  

特定専門工事 
の該当 有 ・ 無 

     専 門 技 術 者  専 門 技 術 者  

      
担当工事 
内  容 

  
担当工事 
内  容 

 

     工期   年  月  日  ～  年  月  日 工期 年  月  日 ～  年  月  日 

          

    

 

工
事
 

会社名・事業者 ID  

 

工
事
 

会社名・事業者 ID  

    代 表 者 名  代 表 者 名  

 

   許 可 番 号  許 可 番 号  

   

 

一般 / 特定の別 一般  /  特定 一般 / 特定の別 一般  /  特定 

    安全衛生責任者  安 全衛生責任者  

     主 任 技 術 者  主 任 技 術 者  

      
特定専門工事 
の該当 有 ・ 無  

特定専門工事 
の該当 有 ・ 無 

      専 門 技 術 者  専 門 技 術 者  

      担当工事 
内  容 

  担当工事 
内  容 

 

     工期   年  月  日  ～  年  月  日 工期 年  月  日 ～  年  月  日 

【省略】 

 

 

 

 

 
表内、字句の削除 

 


